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(57)【要約】
【課題】色純度向上の効果が大きく、かつ、輝度低下の少ない色材を含む光学基材、及び
それを用いた表示装置を提供する。
【解決手段】複数色の着色層の配列により構成されるカラーフィルタと、光源と、を含む
表示装置における前記光源から前記カラーフィルタへの光路上に配置される光学基材であ
って、特定構造式で表される金属錯体化合物及び特定構造式で表されるシアニン色素のＪ
会合体からなる群より選ばれる少なくとも１種の色材を含有し、５８０ｎｍ以上６１０ｎ
ｍ以下の吸収極大波長を有する光学基材、及びそれを用いた表示装置。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数色の着色層の二次元方向への配列により構成されるカラーフィルタと、光源と、を
含む表示装置における前記光源から前記カラーフィルタへの光路上に配置される光学基材
であって、下記一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物、下記一般式（ＩＩ）で表される
シアニン色素のＪ会合体、及び下記一般式（ＩＩＩ）で表されるシアニン色素からなる群
より選ばれる少なくとも１種の色材を含有し、５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の吸収極大
波長を有する光学基材。
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、及びＲ５は、各々独立に、水素原子、又は１価の
置換基を表す。Ｒ７は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基、又はヘテロ
環基を表す。Ｒ８及びＲ９は、各々独立に、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘ
テロ環基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルアミノ基、アリールアミノ基、又
はヘテロ環アミノ基を表す。Ｍａは、金属原子又は金属化合物を表す。Ｘ３及びＸ４は、
各々独立に、ＮＲａ（Ｒａは、水素原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテ
ロ環基、アルキルカルボニル基、アルキルスルホニル基、又はアリールスルホニル基を表
す。）、酸素原子、又は硫黄原子を表す。Ｙ１及びＹ２は、各々独立に、ＮＲｂ（Ｒｂは
水素原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環基、アルキルカルボニル基
、アルキルスルホニル基、又はアリールスルホニル基を表す。）、酸素原子、又は硫黄原
子を表す。
　Ｘ５は、Ｍａと結合可能な基を表す。ａは、０、１、又は２を表す。Ｒ８とＹ１とは互
いに結合して５員、６員、又は７員の環を形成していてもよく、Ｒ９とＹ２とは互いに結
合して５員、６員、又は７員の環を形成していてもよい。
【化２】

（一般式（ＩＩ）中、Ｚ１及びＺ２は、それぞれ独立に、縮環してもよい５員または６員
の含窒素複素環を形成する非金属原子群を表す。Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ独立に、
脂肪族基を表す。Ｌ１は、炭素数１、３又は５のメチン鎖を表す。Ｘ２はアニオンを表す
。ｂ、ｃ及びｄは、それぞれ独立に、０又は１を表す。）
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【化３】

（一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に、炭素１～８のア
ルキル基、炭素数２～８のアルケニル基又は炭素数６～８のアリール基を表す。Ｕは、Ｎ
又はＣＨを表す。Ｗ及びＺは、それぞれ独立に、芳香族環を形成するに必要な原子群を表
す。Ｌは、３個又は５個のメチンからなるメチン鎖を表す。Ｘは、対イオンを表す。）
【請求項２】
　前記色材として、前記一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物より選ばれる少なくとも
１種の色材を含有する請求項１に記載の光学基材。
【請求項３】
　前記一般式（Ｉ）において、Ｒ２及びＲ５が、ヘテロアリール基を表す請求項２に記載
の光学基材。
【請求項４】
　前記ヘテロアリール基が、下記一般式（Ｉａ）で表される請求項３に記載の光学基材。

【化４】

（一般式（Ｉａ）中、ＨｅｔＡｒ１はヘテロアリール環を表す。）
【請求項５】
　前記一般式（Ｉ）中、Ｒ３及びＲ４は、各々独立に、アルキル基又はアリール基を表し
、Ｙ１及びＹ２は、ＮＨを表し、Ｘ３及びＸ４は、酸素原子を表し、Ｒ８及びＲ９は、ア
ルキル基を表し、Ｍａは、金属原子を表す請求項１～請求項４のいずれか一項に記載の光
学基材。
【請求項６】
　更に、エチレン性不飽和基を有する重合性化合物、及び光重合開始剤を含む請求項１～
請求項５のいずれか一項に記載の光学基材。
【請求項７】
　複数色の着色層の配列により構成されるカラーフィルタと、光源と、前記光源から前記
カラーフィルタへの光路上に配置された請求項１～請求項６のいずれか一項に記載の光学
基材と、を含む表示装置。
【請求項８】
　前記光学部材が拡散フイルムを兼ねる請求項７に記載の表示装置。
【請求項９】
　前記光学部材が接着層を兼ねる請求項７又は請求項８に記載の表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、光学基材、及び表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、テレビジョン受像器に加え、パソコン用のモニタなどのカラー表示ディスプレイ
として、カラーフィルタを有する表示装置が広く普及している。それに伴い、表示装置の
大型化、薄型化及び軽量化に向けた開発が進むと同時に、より鮮明な画像、より美しい画
像を実現するための技術の検討も盛んに行われている。
　このような表示装置は、例えば、白色光を発する光源と、光源から発せられた光を変調
することにより映像を表示する、複数の画素を有する表示パネルとを備えている。この表
示パネルでは、フルカラー表示するために各画素が、赤色（Ｒ）、緑色（Ｇ）及び青色（
Ｂ）の三色のうちのいずれか１色の光を透過するカラーフィルタを備えている。これによ
り、光源から液晶表示パネルに入射した光が画像データに基づいて各画素に変調され、変
調された光は、カラーフィルタによって、それぞれＲ、Ｇ、Ｂの光として取り出され、取
り出された光により表示が行われる。
　ところが、このようにして表現される映像には、カラーフィルタの特性上、カラーフィ
ルタを透過しやすいＲ、Ｇ、Ｂの光の他に、透過量は少ないが、Ｒ、Ｇ、Ｂの中間色の波
長の光も含まれてしまう。
　図５は、上記カラーフィルタのＲ、Ｇ、Ｂの各光の分光相対透過率スペクトルを示した
特性図であり、図中の曲線Ｒ、Ｇ、Ｂが、Ｒ、Ｇ、Ｂ各色の光の透過率を示している。図
５から理解されるように、カラーフィルタを通過した光には、Ｒ、Ｇ、Ｂの中間色の波長
の光も含まれている。このようなカラーフィルタを通過したＲ、Ｇ、Ｂ各色は、光の色純
度が低くなり、十分な色再現性が得られにくいという問題がある。
【０００３】
　液晶表示装置に用いる白色光源は、冷陰極傾向ランプ（ＣＣＦＬ）のほか、近年の薄型
化や省電力ニーズに対応した青色ＬＥＤまたは紫外線発光ＬＥＤに黄色、又は赤色と緑色
の蛍光体を組み合わせた白色ＬＥＤ方式が上市されている。これら光源はＲとＧの中間色
、又はＧとＢの中間色に相当する副スペクトルを含むことや、スペクトル自体がブロード
であるため、中間色に相当する波長の光も多く発光するため、色純度低下の原因となって
いる。例えば、青色ＬＥＤから発光された青色の分光相対発光強度スペクトルには、図５
に示した曲線ＬＥＤ－ＢＬのように、ＲとＧの中間色に相当する５８０ｎｍ以上６１０ｎ
ｍ以下の波長の光も含まれている。
【０００４】
　液晶ディスプレイなどの表示装置に表示される映像の色純度を向上させるには、カラー
フィルタの色純度を向上する方法が一般的である。そこで、カラーフィルタの各画素を形
成するために使用される着色感光性組成物を改善する方法があるが、パターン形成性や信
頼性等の特性を維持するため、含有する色材量には限度があり、大幅な色純度向上は望め
ない。
　そこで、この問題を解決するために、バックライトの光源に含まれるＲ、Ｇ、Ｂの光の
色純度を高くし、色再現範囲を拡大することが検討されている。例えば、不要な光の波長
領域（Ｒ、Ｇ、Ｂの中間色の波長領域）を吸収する色材を含む光学基材を用いる技術が提
案されている。具体的には、バックライトユニットを備えた液晶表示装置において、バッ
クライトユニット中に拡散フイルムとして４２０ｎｍ～５３０ｎｍ、あるいは５３０ｎｍ
～６３０ｎｍの波長域に吸収極大ピークを有する色材を含むシートを用いる方法が提案さ
れている。特に、光源としてのＹＡＧ－ＬＥＤから発せられるバックライトに含まれるＧ
とＲの中間色に相当する５３０ｎｍ～６３０ｎｍの波長範囲の光を吸収する光学基材に含
まれる色材として、５７０ｎｍ～６０５ｎｍに吸収ピーク波長を有するテトラアザポリフ
ィリンが提案されている（特許文献１～３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２００６－０６３１９５号公報
【特許文献２】特許第４２５００２６号公報
【特許文献３】特開２０１０－１３４３４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　テトラアザポリフィリンはＲとＧの中間色の発光のみを吸収するにはスペクトルがブロ
ードであり、中間色以外の光も多く吸収してしまい色純度向上の効果を十分に引き出すこ
とができないことに加えて、輝度低下が大きく、実用には至っていない。
　テトラアザポリフィリン以外の色材として、キサンテン、スクアリリウム、シアニン、
オキソノール、アゾ、ピロメテンなどの色材についても検討されているが、満足のいく特
性を有するものは見出されておらず、より理想的な極大吸収波長と、中間色以外の光を吸
収しないシャープな分光特性を持つ色材が望まれている。
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたもので、良好な輝度を保持しながら優れた色純
度を有する光学基材、及び表示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を達成するための具体的手段は以下の通りである。
＜１＞　複数色の着色層の二次元方向への配列により構成されるカラーフィルタと、光源
と、を含む表示装置における前記光源から前記カラーフィルタへの光路上に配置される光
学基材であって、下記一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物、下記一般式（ＩＩ）で表
されるシアニン色素のＪ会合体、及び下記一般式（ＩＩＩ）で表されるシアニン色素から
なる群より選ばれる少なくとも１種の色材を含有し、５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の吸
収極大波長を有する光学基材。
【０００８】
【化１】

【０００９】
（一般式（Ｉ）中、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、及びＲ５は、各々独立に、水素原子、又は１価の
置換基を表す。Ｒ７は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基、又はヘテロ
環基を表す。Ｒ８及びＲ９は、各々独立に、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘ
テロ環基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルアミノ基、アリールアミノ基、又
はヘテロ環アミノ基を表す。Ｍａは、金属原子又は金属化合物を表す。Ｘ３及びＸ４は、
各々独立に、ＮＲａ（Ｒａは、水素原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテ
ロ環基、アルキルカルボニル基、アルキルスルホニル基、又はアリールスルホニル基を表
す。）、酸素原子、又は硫黄原子を表す。Ｙ１及びＹ２は、各々独立に、ＮＲｂ（Ｒｂは
水素原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環基、アルキルカルボニル基
、アルキルスルホニル基、又はアリールスルホニル基を表す。）、酸素原子、又は硫黄原
子を表す。
　Ｘ５は、Ｍａと結合可能な基を表す。ａは、０、１、又は２を表す。Ｒ８とＹ１とは互
いに結合して５員、６員、又は７員の環を形成していてもよく、Ｒ９とＹ２とは互いに結
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合して５員、６員、又は７員の環を形成していてもよい。）
【００１０】
【化２】

【００１１】
（一般式（ＩＩ）中、Ｚ１及びＺ２は、それぞれ独立に、縮環してもよい５員または６員
の含窒素複素環を形成する非金属原子群を表す。Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ独立に、
脂肪族基を表す。Ｌ１は、炭素数１、３又は５のメチン鎖を表す。Ｘ２はアニオンを表す
。ｂ、ｃ及びｄは、それぞれ独立に、０又は１を表す。）
【００１２】

【化３】

【００１３】
（一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に、炭素１～８のア
ルキル基、炭素数２～８のアルケニル基又は炭素数６～８のアリール基を表す。Ｕは、Ｎ
又はＣＨを表す。Ｗ及びＺは、それぞれ独立に、芳香族環を形成するに必要な原子群を表
す。Ｌは、３個又は５個のメチンからなるメチン鎖を表す。Ｘは、対イオンを表す。）
【００１４】
＜２＞　色材として、一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物より選ばれる少なくとも１
種の色材を含有する＜１＞に記載の光学基材。
＜３＞　一般式（Ｉ）において、Ｒ２及びＲ５が、ヘテロアリール基を表す＜２＞に記載
の光学基材。
＜４＞　ヘテロアリール基が、下記一般式（Ｉａ）で表される＜３＞に記載の光学基材。
【００１５】

【化４】

【００１６】
（一般式（Ｉａ）中、ＨｅｔＡｒ１はヘテロアリール環を表す。）
【００１７】
＜５＞　一般式（Ｉ）中、Ｒ３及びＲ４は、各々独立に、アルキル基又はアリール基を表
し、Ｙ１及びＹ２は、ＮＨを表し、Ｘ３及びＸ４は、酸素原子を表し、Ｒ８及びＲ９は、
アルキル基を表し、Ｍａは、金属原子を表す＜１＞～＜４＞のいずれか一項に記載の光学
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＜６＞　更に、エチレン性不飽和基を有する重合性化合物、及び光重合開始剤を含む＜１
＞～＜５＞のいずれか一項に記載の光学基材。
＜７＞　複数色の着色層の配列により構成されるカラーフィルタと、光源と、前記光源か
ら前記カラーフィルタへの光路上に配置された＜１＞～＜６＞のいずれか一項に記載の光
学基材と、を含む表示装置。
＜８＞　光学部材が拡散フイルムを兼ねる＜７＞に記載の表示装置。
＜９＞　光学部材が接着層を兼ねる＜７＞又は＜８＞に記載の表示装置。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、良好な輝度を保持しながら優れた色純度を有する光学基材及び表示装
置が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明に係る４種類の光学基材の分光透過率スペクトル図である。
【図２】本発明に係る別の二種類の光学基材、及び従来の２種類の光学基材の分光透過率
スペクトル図である。
【図３】青色ＬＥＤからの発光される光の相対輝度スペクトル、並びに、当該光が本発明
に係る４種類の光学基材のいずれか一つを通過した光の相対輝度のスペクトルを示したス
ペクトル図である。
【図４】青色ＬＥＤからの発光される光の相対輝度スペクトル、並びに、当該光が本発明
に係る別の二種類の光学基材及び従来の２種類の光学基材のいずれか一つを通過した光の
相対輝度のスペクトルを示したスペクトル図である。
【図５】カラーフィルタのＲ、Ｇ、Ｂの各光の分光相対透過率スペクトル、及び青色ＬＥ
Ｄから発光された青色の分光相対発光強度スペクトルを示した特性図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明に係る光学基材は、複数色の着色層の配列により構成されるカラーフィルタと、
光源と、を含む表示装置における前記光源から前記カラーフィルタへの光路上に配置され
るものであり、前述の一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物、一般式（ＩＩ）で表され
るシアニン色素のＪ会合体、及び下記一般式（ＩＩＩ）で表されるシアニン色素のＪ会合
体からなる群より選ばれる少なくとも１種の色材（以下、「特定色材」とも呼ぶ。）を含
有する光学基材であり、且つ当該光学基材は、５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の吸収極大
波長を有するものである。
　ここで、特定色材を含有する光学基材とは、具体的には、支持体としての基礎体に含有
させる態様、基礎体とは別に、基礎体に付加して設けられる層（例えば、基礎体の表面に
形成された粘着層、着色層、二枚の基礎体の間に挟まれた層等）に含有させる態様を意味
し、包含する。
【００２１】
＜特定色材＞
　本発明に係る特定色材は、下記一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物、下記一般式（
ＩＩ）で表されるシアニン色素のＪ会合体、及び下記一般式（ＩＩＩ）で表されるシアニ
ン色素からなる群より選ばれる少なくとも１種の色材である。
【００２２】
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【化５】

【００２３】
（一般式（Ｉ－３）中、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、及びＲ５は、各々独立に、水素原子、又は１
価の置換基を表す。Ｒ７は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基、又はヘ
テロ環基を表す。Ｒ８及びＲ９は、各々独立に、アルキル基、アルケニル基、アリール基
、ヘテロ環基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルアミノ基、アリールアミノ基
、又はヘテロ環アミノ基を表す。Ｍａは、金属原子又は金属化合物を表す。Ｘ３及びＸ４

は、各々独立に、ＮＲａ（Ｒａは、水素原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、
ヘテロ環基、アシル基、アルキルスルホニル基、又はアリールスルホニル基を表す。）、
酸素原子、又は硫黄原子を表す。Ｙ１及びＹ２は、各々独立に、ＮＲｂ（Ｒｂは水素原子
、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環基、アシル基、アルキルスルホニル
基、又はアリールスルホニル基を表す。）、酸素原子、又は硫黄原子を表す。
　Ｘ５は、Ｍａと結合可能な基を表す。ａは、０、１、又は２を表す。Ｒ８とＹ１とは互
いに結合して５員、６員、又は７員の環を形成していてもよく、Ｒ９とＹ２とは互いに結
合して５員、６員、又は７員の環を形成していてもよい。）
【００２４】
【化６】

【００２５】
（一般式（ＩＩ）中、Ｚ１及びＺ２は、それぞれ独立に、縮環してもよい５員または６員
の含窒素複素環を形成するに必要な非金属原子群を表す。Ｒ１０及びＲ１１は、それぞれ
独立に、脂肪族基を表す。Ｌ１は、１個、３個又は５個のメチンからなるメチン鎖を表す
。Ｘ２はアニオンを表す。ｂ、ｃ及びｄは、それぞれ独立に、０又は１を表す。）
【００２６】

【化７】
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【００２７】
（一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に、炭素１～８のア
ルキル基、炭素数２～８のアルケニル基又は炭素数６～８のアリール基を表す。Ｕは、Ｎ
又はＣＨを表す。Ｗ及びＺは、それぞれ独立に、芳香族環を形成するに必要な原子群を表
す。Ｌは、３個又は５個のメチンからなるメチン鎖を表す。Ｘは、対イオンを表す。）
【００２８】
　以下、一般式（Ｉ）について詳細に説明する。
　一般式（Ｉ）中、Ｒ２～Ｒ５は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。
　一般式（Ｉ）中、Ｒ２～Ｒ５で表される１価の置換基としては、例えば、ハロゲン原子
（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子などが挙げられる。）、アルキル基（好まし
くは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４の、直鎖、分岐鎖、又は環状のアル
キル基であり、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ｎ－プロピル基、イソプロピ
ル基、ブチル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基
、ヘプチル基、オクチル基、２－エチルヘキシル基、ドデシル基、ヘキサデシル基、シク
ロプロピル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロブチル基、ベンジル基、１
－ノルボルニル基、１－アダマンチル基などが挙げられる。）、
【００２９】
アルケニル基（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～１８のアルケニル
基であり、例えば、ビニル基、アリル基、３－ブテン－１－イル基などが挙げられる。）
、アリール基（好ましくは炭素数６～４８、より好ましくは炭素数６～２４のアリール基
であり、例えば、置換又は無置換のフェニル基、置換又は無置換のナフチル基などが挙げ
られる。）、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８の
ヘテロ環基であり、例えば、２－チエニル基、４－ピリジル基、３－ピリジル基、２－ピ
リジル基、１－ピリジル基、２－フリル基、２－ピリミジニル基、２－ベンゾチアゾリル
基、１－イミダゾリル基、１－ピラゾリル基、ベンゾトリアゾール－１－イル基などが挙
げられる。）、
【００３０】
シリル基（好ましくは炭素数３～３８、より好ましくは炭素数３～１８のシリル基であり
、例えば、トリメチルシリル基、トリエチルシリル基、トリブチルシリル基、ｔ－ブチル
ジメチルシリル基、ｔ－ヘキシルジメチルシリル基などが挙げられる。）、ヒドロキシル
基、シアノ基、ニトロ基、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭
素数１～２４のアルコキシ基であり、例えば、メトキシ基、エトキシ基、１－ブトキシ基
、２－ブトキシ基、イソプロポキシ基、ｔ－ブトキシ、ドデシルオキシ基、シクロアルキ
ルオキシ基（例えば、シクロペンチルオキシ基、シクロヘキシルオキシ基）などが挙げら
れる。）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～４８、より好ましくは炭素数６～２
４のアリールオキシ基であり、例えば、フェノキシ基、１－ナフトキシ基などが挙げられ
る。）、
【００３１】
ヘテロ環オキシ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８のヘテロ
環オキシ基であり、例えば、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ基、２－テトラヒド
ロピラニルオキシ基などが挙げられる。）、シリルオキシ基（好ましくは炭素数１～３２
、より好ましくは炭素数１～１８のシリルオキシ基であり、例えば、トリメチルシリルオ
キシ基、ｔ－ブチルジメチルシリルオキシ基、ジフェニルメチルシリルオキシ基などが挙
げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～
２４のアシルオキシ基であり、例えば、アセトキシ基、ピバロイルオキシ基、ベンゾイル
オキシ基、ドデカノイルオキシ基などが挙げられる。）、アルコキシカルボニルオキシ基
（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～２４のアルコキシカルボニルオ
キシ基であり、例えば、エトキシカルボニルオキシ基、ｔ－ブトキシカルボニルオキシ基
、シクロアルキルオキシカルボニルオキシ基（例えば、シクロヘキシルオキシカルボニル
オキシ基など）などが挙げられる。）、
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【００３２】
アリールオキシカルボニルオキシ基（好ましくは炭素数７～３２、より好ましくは炭素数
７～２４のアリールオキシカルボニルオキシ基であり、例えば、フェノキシカルボニルオ
キシ基などが挙げられる。）、カルバモイルオキシ基（好ましくは炭素数１～４８、より
この好ましくは炭素数１～２４のカルバモイルオキシ基であり、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルカルバモイルオキシ基、Ｎ－ブチルカルバモイルオキシ基、Ｎ－フェニルカルバモイル
オキシ基、Ｎ－エチル－Ｎ－フェニルカルバモイルオキシ基などが挙げられる。）、スル
ファモイルオキシ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～２４のスル
ファモイルオキシ基であり、例えば、Ｎ，Ｎ－ジエチルスルファモイルオキシ基、Ｎ－プ
ロピルスルファモイルオキシ基などが挙げられる。）、
【００３３】
　アルキルスルホニルオキシ基（好ましくは炭素数１～３８、より好ましくは炭素数１～
２４のアルキルスルホニルオキシ基であり、例えば、メチルスルホニルオキシ基、ヘキサ
デシルスルホニルオキシ基、シクロヘキシルスルホニルオキシ基などが挙げられる。）、
アリールスルホニルオキシ基（好ましくは炭素数６～３２、より好ましくは炭素数６～２
４のアリールスルホニルオキシ基であり、例えば、フェニルスルホニルオキシ基などが挙
げられる。）、アシル基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４の
アシル基であり、例えば、ホルミル基、アセチル基、ピバロイル基、ベンゾイル基、テト
ラデカノイル基、シクロヘキサノイル基などが挙げられる。）、アルコキシカルボニル基
（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～２４のアルコキシカルボニル基
であり、例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、オクタデシルオキシカ
ルボニル基、シクロヘキシルオキシカルボニル基、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－
メチルシクロヘキシルオキシカルボニル基などが挙げられる。）、アリールオキシカルボ
ニル基（好ましくは炭素数７～３２、より好ましくは炭素数７～２４のアリールオキシカ
ルボニル基であり、例えば、フェノキシカルボニル基などが挙げられる。）、カルバモイ
ル基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のカルバモイル基であ
り、例えば、カルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイル基、Ｎ－エチル－Ｎ－オク
チルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジブチルカルバモイル基、Ｎ－プロピルカルバモイル基、
Ｎ－フェニルカルバモイル基、Ｎ－メチルＮ－フェニルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジシク
ロへキシルカルバモイル基などが挙げられる。）、アミノ基（好ましくは炭素数３２以下
、より好ましくは炭素数２４以下のアミノ基であり、例えば、アミノ基、メチルアミノ基
、Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノ基、テトラデシルアミノ基、２－エチルへキシルアミノ基、シ
クロヘキシルアミノ基などが挙げられる。）、アニリノ基（好ましくは炭素数６～３２、
より好ましくは６～２４のアニリノ基であり、例えば、アニリノ基、Ｎ－メチルアニリノ
基などが挙げられる。）、
【００３４】
ヘテロ環アミノ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは１～１８のヘテロ環アミ
ノ基であり、例えば、４－ピリジルアミノ基などが挙げられる。）、カルボンアミド基（
好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは２～２４のカルボンアミド基であり、例えば
、アセトアミド基、ベンズアミド基、テトラデカンアミド基、ピバロイルアミド基、シク
ロヘキサンアミド基などが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～３２、よ
り好ましくは炭素数１～２４のウレイド基であり、例えば、ウレイド基、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルウレイド基、Ｎ－フェニルウレイド基などが挙げられる。）、イミド基（好ましくは炭
素数３６以下、より好ましくは炭素数２４以下のイミド基であり、例えば、Ｎ－スクシン
イミド基、Ｎ－フタルイミド基などが挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（
好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～２４のアルコキシカルボニルアミ
ノ基であり、例えば、メトキシカルボニルアミノ基、エトキシカルボニルアミノ基、ｔ－
ブトキシカルボニルアミノ基、オクタデシルオキシカルボニルアミノ基、シクロヘキシル
オキシカルボニルアミノ基などが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基（
好ましくは炭素数７～３２、より好ましくは炭素数７～２４のアリールオキシカルボニル
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アミノ基であり、例えば、フェノキシカルボニルアミノ基などが挙げられる。）、スルホ
ンアミド基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のスルホンアミ
ド基であり、例えば、メタンスルホンアミド基、ブタンスルホンアミド基、ベンゼンスル
ホンアミド基、ヘキサデカンスルホンアミド基、シクロヘキサンスルホンアミド基などが
挙げられる。）、スルファモイルアミノ基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは
炭素数１～２４のスルファモイルアミノ基であり、例えば、Ｎ、Ｎ－ジプロピルスルファ
モイルアミノ基、Ｎ－エチル－Ｎ－ドデシルスルファモイルアミノ基などが挙げられる。
）、アゾ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～２４のアゾ基であり
、例えば、フェニルアゾ基、３－ピラゾリルアゾ基などが挙げられる。）、アルキルチオ
基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のアルキルチオ基であり
、例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、オクチルチオ基、シクロヘキシルチオ基などが
挙げられる。）、アリールチオ基（好ましくは炭素数６～４８、より好ましくは炭素数６
～２４のアリールチオ基であり、例えば、フェニルチオ基などが挙げられる。）、ヘテロ
環チオ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８のヘテロ環チオ基
であり、例えば、２－ベンゾチアゾリルチオ基、２－ピリジルチオ基、１－フェニルテト
ラゾリルチオ基などが挙げられる。）、アルキルスルフィニル基（好ましくは炭素数１～
３２、より好ましくは炭素数１～２４のアルキルスルフィニル基であり、例えば、ドデカ
ンスルフィニル基などが挙げられる。）、
【００３５】
アリールスルフィニル基（好ましくは炭素数６～３２、より好ましくは炭素数６～２４の
アリールスルフィニル基であり、例えば、フェニルスルフィニル基などが挙げられる。）
、アルキルスルホニル基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４の
アルキルスルホニル基であり、例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、プロ
ピルスルホニル基、ブチルスルホニル基、イソプロピルスルホニル基、２－エチルヘキシ
ルスルホニル基、ヘキサデシルスルホニル基、オクチルスルホニル基、シクロヘキシルス
ルホニル基などが挙げられる。）、アリールスルホニル基（好ましくは炭素数６～４８、
より好ましくは炭素数６～２４のアリールスルホニル基であり、例えば、フェニルスルホ
ニル基、１－ナフチルスルホニル基などが挙げられる。）、
【００３６】
スルファモイル基（好ましくは炭素数３２以下、より好ましくは炭素数２４以下のスルフ
ァモイル基であり、例えば、スルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジプロピルスルファモイル基、
Ｎ－エチル－Ｎ－ドデシルスルファモイル基、Ｎ－エチル－Ｎ－フェニルスルファモイル
基、Ｎ－シクロヘキシルスルファモイル基などが挙げられる。）、スルホ基、ホスホニル
基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～２４のホスホニル基であり、
例えば、フェノキシホスホニル基、オクチルオキシホスホニル基、フェニルホスホニル基
などが挙げられる。）、ホスフィノイルアミノ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ま
しくは炭素数１～２４のホスフィノイルアミノ基であり、例えば、ジエトキシホスフィノ
イルアミノ基、ジオクチルオキシホスフィノイルアミノ基などが挙げられる。）等が挙げ
られる。
【００３７】
　一般式（Ｉ）中のＲ２～Ｒ５で表される１価の置換基が、更に置換可能な基である場合
には、該Ｒ２～Ｒ５で表される１価の置換基は、Ｒ２～Ｒ５で説明した上述の置換基を更
に有していてもよい。Ｒ２～Ｒ５で表される１価の置換基が、２個以上の１価の置換基を
有している場合には、それらの置換基は同一であっても異なっていてもよい。
【００３８】
　一般式（Ｉ）において、前記Ｒ３及びＲ４としては、上記の中でも、アルキル基、アリ
ール基又はヘテロ環基が好ましく、アルキル基又はアリール基がより好ましい。
　一般式（Ｉ）において、前記Ｒ２及びＲ５としては、上記の中でも、アルコキシカルボ
ニル基、アリールオキシカルボニル基、カルバモイル基、アルキルスルホニル基、アリー
ルスルホニル基、ニトリル基、イミド基、カルバモイルスルホニル基、又はへテロ環基が
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好ましく、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、カルバモイル基、ニ
トリル基、イミド基、カルバモイルスルホニル基、又はへテロ環基がより好ましい。但し
、Ｒ２及びＲ５の少なくとも一方は後述するヘテロアリール基を表す。
　上記好ましい態様に示す各基は、無置換であってもよいし、既述の置換基を有していて
もよい。
【００３９】
　一般式（Ｉ）において、Ｒ３及びＲ４がアルキル基を表す場合、該アルキル基としては
、好ましくは、炭素数１～１２の直鎖、分岐鎖又は環状のアルキル基であり、より具体的
には、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、シクロプロピル
基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、シクロブチル基、シクロペンチル基、
シクロヘキシル基又はベンジル基が挙げられ、より好ましくは、炭素数１～１２の分岐鎖
、又は環状のアルキル基であり、より具体的には、例えば、イソプロピル基、シクロプロ
ピル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、シクロブチル基、シクロペンチル基又はシクロヘ
キシル基が挙げられ、更に好ましくは、炭素数１～１２の２級のアルキル基又は３級のア
ルキル基であり、より具体的には、例えば、イソプロピル基、シクロプロピル基、ｉ－ブ
チル基、ｔ－ブチル基、シクロブチル基又はシクロヘキシル基が挙げられる。
　上記好ましい態様に示す各アルキル基は、無置換であってもよいし、既述の置換基を有
していてもよい。
【００４０】
　一般式（Ｉ）において、Ｒ３及びＲ４がアリール基を表す場合の、該アリール基として
は、好ましくは、置換又は無置換のフェニル基、置換又は無置換のナフチル基が挙げられ
、より好ましくは置換又は無置換のフェニル基である。
　一般式（Ｉ）において、Ｒ３及びＲ４がアリール基を表す場合、該アリール基としては
、好ましくは、フェニル基又はナフチル基が挙げられ、より好ましくはフェニル基が挙げ
られる。
　上記好ましい態様に示す各アリール基は、無置換であってもよいし、既述の置換基を有
していてもよい。
【００４１】
　一般式（Ｉ）において、Ｒ３及びＲ４がヘテロ環基を表す場合、該ヘテロ環基としては
、好ましくは、２－チエニル基、４－ピリジル基、３－ピリジル基、２－ピリジル基、１
－ピリジル基、２－フリル基、２－ピリミジニル基、２－ベンゾチアゾリル基、１－イミ
ダゾリル基、１－ピラゾリル基又はベンゾトリアゾール－１－イル基が挙げられ、より好
ましくは２－チエニル基、４－ピリジル基、２－フリル基、２－ピリミジニル基又は１－
ピリジル基が挙げられる。
　上記好ましい態様に示す各ヘテロ環基は、無置換であってもよいし、既述の置換基を有
していてもよい。
【００４２】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ２又はＲ５は、上述の通り各々独立に、水素原子又は１価の置換基
を表す。但し、Ｒ２又はＲ５の少なくとも一方は、ヘテロアリール基を表す。該ヘテロア
リール基は置換基を有していてもよい。置換基としては、前記Ｒ２～Ｒ５で説明した１価
の置換基が挙げられる。Ｒ２及びＲ５で表されるヘテロアリール基が２個以上の置換基で
置換されている場合には、それらの置換基は同一であっても異なっていてもよい。
【００４３】
　堅牢性の観点より、Ｒ２及びＲ５がヘテロアリール基であることが好ましい。また、Ｒ
２及びＲ５の両方がヘテロアリール基である場合、そのヘテロアリール基の構造は同一で
あっても異なっていても良いが、同一であるほうが合成適性の観点からより好ましい。
　ヘテロアリール基としては、１つ以上のヘテロ原子を環内に含んでいれば特に制限はさ
れない。例えば、ピロール環、フラン環、チオフェン環、ピラゾール環、イミダゾール環
、トリアゾール環、オキサゾール環、チアゾール環、ピロリジン環、ピペリジン環、ピリ
ジン環、ピリミジン環、トリアジン環、ピラジン環、ピリダジン環等が挙げられるが、そ



(13) JP 2015-36796 A 2015.2.23

10

20

30

40

の中でも、下記一般式（Ｉａ）で表される構造が好ましい。
【００４４】
【化８】

【００４５】
　ＨｅｔＡｒ１はヘテロアリール環を表す。該ヘテロアリール環は１以上の置換基を有し
ていてもよい。置換基を有する場合には、該置換基が、該ヘテロアリール環を構成する炭
素原子の少なくとも一つと結合し、該ヘテロアリール環とともに縮合環を形成してもよい
。なお、一般式（Ｉａ）で表される構造における波線より左側は、一般式（Ｉ）における
「Ｒ２」及び「Ｒ５」を除いた構造を意味する。
【００４６】
　ＨｅｔＡｒ１で表されるヘテロアリール環は、少なくとも１つの窒素原子を含むヘテロ
アリール環であればよい。窒素原子の他に、窒素原子、酸素原子、及び硫黄原子からなる
群より選ばれるヘテロ原子を更に含んでいてもよい。
【００４７】
　ＨｅｔＡｒ１で表されるヘテロアリール環としては、５員、６員又は７員のヘテロアリ
ール環が挙げられ、該ヘテロアリール環は飽和環又は不飽和環のいずれであってもよい。
　ＨｅｔＡｒ１で表されるヘテロアリール環としては、例えば、ピロール環、ピラゾール
環、イミダゾール環、トリアゾール環、オキサゾール環、チアゾール環、ピロリジン環、
ピペリジン環、ピリジン環、ピリミジン環、トリアジン環、ピラジン環、ピリダジン環が
挙げられ、好ましくは、ピリジン環、ピリミジン環、トリアジン環、チアゾール環、オキ
サゾール環、オキサジアゾール環、チアジアゾール環が挙げられる。
【００４８】
　ヘテロアリール環が有する置換基としては、前記Ｒ２～Ｒ５で説明した１価の置換基が
挙げられる。
　Ｒ２及びＲ５で表されるヘテロアリール基が２個以上の置換基で置換されている場合に
は、それらの置換基は同一であっても異なっていてもよい。
【００４９】
　置換基を有する場合には、該置換基が、該ヘテロアリール環を構成する炭素原子の少な
くとも一つと結合し、５員、６員又は７員の環を形成していてもよい。
　なお、形成される環としては、飽和環又は不飽和環がある。この５員、６員又は７員の
飽和環又は不飽和環としては、例えば、ピロール環、フラン環、チオフェン環、ピラゾー
ル環、イミダゾール環、トリアゾール環、オキサゾール環、チアゾール環、ピロリジン環
、ピペリジン環、シクロペンテン環、シクロヘキセン環、ベンゼン環、ピリジン環、ピラ
ジン環、ピリダジン環が挙げられ、好ましくは、ベンゼン環、ピリジン環が挙げられる。
　なお、形成される５員、６員及び７員の環が、更に置換可能な基である場合には、前記
Ｒ２～Ｒ５で説明した１価の置換基が挙げられる。
【００５０】
　一般式（Ｉａ）で表される構造は、合成適性、耐熱性の観点より下記一般式（Ｉｂ）の
いずれか一つで表される構造式であることが好ましい。
【００５１】
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【化９】

【００５２】
　なお、上記一般式（Ｉｂ）で表されるヘテロアリール環の置換可能な位置に、前記Ｒ２

～Ｒ５で表される１価の置換基として説明した置換基を有していてもよい。２個以上の置
換基を有する場合には、それらの置換基は互いに同一であっても異なっていてもよい。
　また、置換基を有する場合には、該置換基が、該ヘテロアリール環を構成する炭素原子
の少なくとも一つと結合し、５員、６員又は７員の環をさらに形成していてもよい。
　なお、ここで形成される環としては、飽和環又は不飽和環がある。この５員、６員若し
くは７員の飽和環又は不飽和環としては、例えば、ピロール環、フラン環、チオフェン環
、ピラゾール環、イミダゾール環、トリアゾール環、オキサゾール環、チアゾール環、ピ
ロリジン環、ピペリジン環、シクロペンテン環、シクロヘキセン環、ベンゼン環、ピリジ
ン環、ピラジン環、ピリダジン環が挙げられ、好ましくは、ベンゼン環、ピリジン環が挙
げられる。
【００５３】
　なお、形成される５員、６員及び７員の環が、更に置換可能な基である場合には、前記
Ｒ２～Ｒ５で説明した１価の置換基が挙げられる。
【００５４】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ７は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基又はヘテ
ロ環基を表す。
　Ｒ７が、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基、又はヘテロ環基である場合、Ｒ７は
、前記Ｒ２～Ｒ５で表される置換基で説明したハロゲン原子、アルキル基、アリール基又
はヘテロ環基と同じ基を表し、その好ましい範囲も同様である。
【００５５】
　一般式（Ｉ）においてＲ７で表されるアルキル基、アリール基又はヘテロ環基が更に置
換可能な基である場合には、前記Ｒ２～Ｒ５で表される１価の置換基として説明した置換
基で置換されていてもよい。Ｒ７で表されるアルキル基、アリール基又はヘテロ環基が２
個以上の置換基で置換されている場合には、それらの置換基は同一であっても異なってい
てもよい。
【００５６】
　一般式（Ｉ）中のＭａは、金属又は金属化合物を表す。
　Ｍａは、錯体を形成可能な金属原子又は金属化合物であればいずれであってもよく、２
価の金属原子、２価の金属酸化物、２価の金属水酸化物又は２価の金属塩化物が含まれる
。
　Ｍａで表される金属としては、例えば、Ｚｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ｓｎ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ｐｄ、
Ｍｏ、Ｍｎ、Ｐｂ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅ、Ｂ等が挙げられる。
　Ｍａで表される金属化合物としては、ＡｌＣｌ、ＩｎＣｌ、ＦｅＣｌ、ＴｉＣｌ２、Ｓ
ｎＣｌ２、ＳｉＣｌ２、ＧｅＣｌ２等の金属塩化物、ＴｉＯ、ＶＯ等の金属酸化物、Ｓｉ
（ＯＨ）２等の金属水酸化物が挙げられる。
【００５７】
　これらの中でも、錯体の安定性、分光特性、耐熱、耐光性及び製造適性等の観点から、
Ｆｅ、Ｚｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｍｏ、Ｍｎ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｏ、ＴｉＯ、Ｂ又は
ＶＯが好ましく、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｂ又はＶＯ



(15) JP 2015-36796 A 2015.2.23

10

20

30

40

50

が更に好ましく、Ｆｅ、Ｚｎ、Ｃｕ、Ｃｏ、Ｂ又はＶＯ（Ｖ＝Ｏ）が最も好ましい。これ
らの中でも、Ｍａとしては、特にＺｎが好ましい。
【００５８】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ８及びＲ９は、各々独立に、アルキル基（好ましくは炭素数１～３
６、より好ましくは１～１２の直鎖、分岐鎖、又は環状のアルキル基であり、例えば、メ
チル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｔ－ブチル、１，１－ジ
メチルプロピル、ヘキシル、オクチル、２－エチルヘキシル、ドデシル、シクロプロピル
、シクロペンチル、シクロヘキシル、１－アダマンチル基などが挙げられる。）、アルケ
ニル基（好ましくは炭素数２～２４、より好ましくは２～１２のアルケニル基であり、例
えば、ビニル、アリル、３－ブテン－１－イル基などが挙げられる。）、アリール基（好
ましくは炭素数６～３６、より好ましくは６～１８のアリール基であり、例えば、フェニ
ル、ナフチル、トリル基などが挙げられる。）、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～２４
、より好ましくは１～１２のヘテロ環基であり、例えば、２－チエニル、４－ピリジル、
２－フリル、２－ピリミジニル、１－ピリジル、２－ベンゾチアゾリル、１－イミダゾリ
ル、１－ピラゾリル、ベンゾトリアゾール－１－イル基などが挙げられる。）、
【００５９】
アルコキシ基（好ましくは炭素数１～３６、より好ましくは１～１８のアルコキシ基であ
り、例えば、メトキシ、エトキシ、プロピルオキシ、ブトキシ、ヘキシルオキシ、２－エ
チルヘキシルオキシ、ドデシルオキシ、シクロヘキシルオキシ基などが挙げられる。）、
アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～２４、より好ましくは１～１８のアリールオキ
シ基であり、例えば、フェノキシ、ナフチルオキシ基などが挙げられる。）、アルキルア
ミノ基（好ましくは炭素数１～３６、より好ましくは１～１８のアルキルアミノ基であり
、例えば、メチルアミノ、エチルアミノ、プロピルアミノ、ブチルアミノ、ヘキシルアミ
ノ、２－エチルヘキシルアミノ、イソプロピルアミノ、ｔ－ブチルアミノ、ｔ－オクチル
アミノ、シクロヘキシルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアミノ、
Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノ、Ｎ－メチル－Ｎ－エチルアミノ基などが挙げられる。）、アリ
ールアミノ基（好ましくは炭素数６～３６、より好ましくは６～１８のアリールアミノ基
であり、例えば、フェニルアミノ、ナフチルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ、Ｎ－エ
チル－Ｎ－フェニルアミノ基などが挙げられる。）又はヘテロ環アミノ基（好ましくは炭
素数１～２４、より好ましくは１～１２のヘテロ環アミノ基であり、例えば、２－アミノ
ピロール、３－アミノピラゾール、２－アミノピリジン、３－アミノピリジン基などが挙
げられる。）を表す。
【００６０】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ８又はＲ９で表されるアルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘ
テロ環基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アルキルアミノ基、アリールアミノ基又は
ヘテロ環アミノ基が、更に置換可能な基である場合には、Ｒ８又はＲ９は、前記Ｒ２～Ｒ
５で説明した１価の置換基で置換されていてもよく、２個以上の１価の置換基で置換され
ている場合には、それらの置換基は同一であっても異なっていてもよい。
【００６１】
　一般式（Ｉ）中、Ｘ３及びＸ４は、各々独立に、ＮＲａ（Ｒａは、水素原子、アルキル
基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環基、アシル基、アルキルスルホニル基、又はア
リールスルホニル基を表す。）、酸素原子、又は硫黄原子を表す。
　Ｒａのアルキル基としては、直鎖、分岐鎖、又は環状のアルキル基が含まれ、好ましく
は炭素数１～３６、より好ましくは１～１２のものである。具体例としては、例えば、メ
チル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル
基、ヘキシル基、２－エチルヘキシル基、ドデシル基、シクロプロピル基、シクロペンチ
ル基、シクロヘキシル基、１－アダマンチル基などが挙げられる。
　Ｒａのアルケニル基としては、炭素数２～２４のものが好ましく、炭素数２～１２のも
のがより好ましい。具体例としては、例えば、ビニル基、アリル基、３－ブテン－１－イ
ル基などが挙げられる。
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　Ｒａのアリール基とてしは、炭素数６～３６のものが好ましくは、炭素数６～１８のみ
まがより好ましい。具体例としては、例えば、フェニル基、ナフチル基などが挙げられる
。
【００６２】
　Ｒａのヘテロ環基としては、ヘテロ原子として、酸素原子、窒素原子及び硫黄原子から
選ばれた少なくとも一つのヘテロ原子を含む、好ましくは炭素数１～２４のもの、更に好
ましくは炭素数が１～１２のヘテロ環基である。具体例としては、例えば、２－チエニル
基、４－ピリジル基、２－フリル基、２－ピリミジニル基、１－ピリジル基、２－ベンゾ
チアゾリル基、１－イミダゾリル基、１－ピラゾリル基、ベンゾトリアゾール－１－イル
基などが挙げられる。
　Ｒａのアルキルカルボニル基としては、アルキル基の炭素数が１～２４のものが好まし
くは、アルキル基の炭素数が２～１８のものがより好ましい。具体例としては、例えば、
アセチル基、ピバロイル基、２－エチルヘキシル基、ベンゾイル基、シクロヘキサノイル
基などが挙げられる。
　Ｒａのアルキルスルホニル基としては、炭素数１～２４のものが好ましく、炭素数１～
１８のものがより好ましい。具体例としては、例えば、メチルスルホニル基、エチルスル
ホニル基、イソプロピルスルホニル基、シクロヘキシルスルホニル基などが挙げられる。
　Ｒａのアリールスルホニル基としては、炭素数６～２４のものが好ましく。炭素数６～
１８のものがより好ましい。具体例としては、例えば、フェニルスルホニル基、ナフチル
スルホニル基が挙げられる。
【００６３】
　Ｒａで表されるアルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環基、アルキルカルボ
ニル基、アルキルスルホニル基又はアリールスルホニル基は、置換可能な位置が置換基で
置換されていてもよい。更に、前記Ｒ２～Ｒ５の置換基で説明した１価の置換基で置換さ
れていてもよく、複数の１価の置換基で置換されている場合には、それらの置換基は同一
であっても異なっていてもよい。
【００６４】
　Ｘ３及びＸ４は、各々独立に、酸素原子又は硫黄原子であることが好ましく、ともに酸
素原子であることが特に好ましい。
【００６５】
　一般式（Ｉ）中、Ｙ１及びＹ２は、各々独立に、ＮＲｂ、酸素原子、又は硫黄原子を表
し、Ｒｂは、前記Ｘ３又及びＸ４おけるＮＲａのＲａと同義である。
　Ｙ１及びＹ２として好ましくは、各々独立に、ＮＲｂであり、Ｒｂは、水素原子又は炭
素数１～８のアルキル基であることが好ましい。Ｙ１及びＹ２は、ともにＮＨであること
が特に好ましい。
【００６６】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ８とＹ１とは、互いに結合して、Ｒ８、Ｙ１及びこれらが結合する
炭素原子と共に５員環（例えば、シクロペンタン環、ピロリジン環、テトラヒドロフラン
環、ジオキソラン環、テトラヒドロチオフェン環、ピロール環、フラン環、チオフェン環
、インドール環、ベンゾフラン環、ベンゾチオフェン環などが挙げられる。）、６員環（
例えば、シクロヘキサン環、ピペリジン環、ピペラジン環、モルホリン環、テトラヒドロ
ピラン環、ジオキサン環、ペンタメチレンスルフィド環、ジチアン環、ベンゼン環、ピペ
リジン環、ピペラジン環、ピリダジン環、キノリン環、キナゾリン環などが挙げられる。
）又は７員環（例えば、シクロヘプタン環、ヘキサメチレンイミン環などが挙げられる。
）を形成してもよい。
【００６７】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ９とＹ２とは、互いに結合して、Ｒ９、Ｙ２及び炭素原子と共に５
員、６員又は７員の環を形成していてもよい。形成される５員、６員及び７員の環は、前
記のＲ８、Ｙ１及び炭素原子で形成される環と同様のものが挙げられる。
　一般式（Ｉ）中、Ｒ８及びＹ１と、Ｒ９及びＹ２とが結合して形成される５員、６員及
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び７員の環が、更に置換可能な環である場合には、前記Ｒ２～Ｒ５の置換基で説明した１
価の置換基で置換されていてもよく、２個以上の置換基で置換されている場合には、それ
らの１価の置換基は同一であっても異なっていてもよい。
【００６８】
　一般式（Ｉ）中、Ｘ５は、Ｍａと結合可能な基を表し、特にＭａの電荷を中和するため
に必要な基を表す。例えば、ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子）
、水酸基、脂肪族イミド（例えば、コハク酸イミド、マレイミド、グルタルイミド、ジア
セトアミドなどが挙げられ、好ましくはコハク酸イミド、マレイミドが挙げられる）由来
の一価の基、芳香族イミド基又は複素環イミド（例えば、フタルイミド、ナフタルイミド
、４－ブロモフタルイミド、４－メチルフタルイミド、４－ニトロフタルイミド、ナフタ
レンカルボキシイミド、テトラブロモフタルイミドなどが挙げられ、好ましくはフタルイ
ミド、４－ブロモフタルイミド、４－メチルフタルイミドが挙げられる）由来の一価の基
、芳香族カルボン酸（例えば、安息香酸、２－メトキシ安息香酸、３－メトキシ安息香酸
、４－メトキシ安息香酸、４－クロロ安息香酸、２－ナフトエ酸、サリチル酸、３，４，
５－トリメトキシ安息香酸、４－ヘプチルオキシ安息香酸、４－ｔ－ブチル安息香酸など
が挙げられ、好ましくは安息香酸、４－メトキシ安息香酸、サリチル酸などが挙げられる
）由来の一価の基、
【００６９】
脂肪族カルボン酸（例えば、ギ酸、酢酸、アクリル酸、メタクリル酸、エタン酸、プロパ
ン酸、乳酸、ピバリン酸、ヘキサン酸、オクタン酸、２－エチルヘキサン酸、ネオデカン
酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸、イソステア
リン酸、２－ヘキサデシルオクタデカン酸、２－ヘキシルデカン酸、シクロペンタンカル
ボン酸、シクロヘキサンカルボン酸、５－ノルボルネン－２－カルボン酸、１－アダマン
タンカルボン酸などが挙げられ、好ましくは酢酸、メタクリル酸、乳酸、ピバリン酸、２
－エチルヘキサン酸、ステアリル酸などが挙げられる）由来の一価の基、ジチオカルバミ
ン酸（例えば、ジメチルジチオカルバミン酸、ジエチルジチオカルバミン酸、ジベンジル
ジチオカルバミン酸が挙げられる。）由来の一価の基、
【００７０】
スルホンアミド（例えば、ベンゼンスルホンアミド、４－クロロベンゼンスルホンアミド
、４－メトキシベンゼンスルホンアミド、４－メチルベンゼンスルホンアミド、２－メチ
ルベンゼンスルホンアミド、メタンスルホンアミドが挙げられ、好ましくはベンゼンスル
ホンアミド、メタンスルホンアミドが挙げられる。）由来の一価の基、ヒドロキサム酸（
例えば、アセトヒドロキサム酸、オクタノヒドロキサム酸、ベンゾヒドロキサム酸が挙げ
られる）由来の一価の基、含窒素環化合物（ヒダントイン、１－ベンジル－５－エトキシ
ヒダントイン、１－アリルヒダントイン、５，５－ジフェニルヒダントイン、５，５－ジ
メチル－２，４－オキサゾリジンジオン、バルビツール酸、イミダゾール、ピラゾール、
４，５－ジシアノイミダゾール、４，５－ジメチルイミダゾール、ベンズイミダゾール、
１Ｈ－イミダゾール－４，５－ジカルボン酸ジエチルなどが挙げられ、好ましくは１－ベ
ンジル－５－エトキシヒダントイン、５，５－ジメチル－２，４－オキサゾリジンジオン
、４，５－ジシアノイミダゾール、１Ｈ－イミダゾール－４，５－ジカルボン酸ジエチル
が挙げられる）由来の一価の基を表す。
【００７１】
　Ｍａは、ハロゲン原子、脂肪族カルボン酸基、芳香族カルボン酸基、脂肪族イミド基、
芳香族イミド基、スルホン酸基、含窒素環化合物が好ましく、水酸基、脂肪族カルボン酸
基、芳香族イミド基、含窒素環化合物がより好ましい。
【００７２】
　一般式（Ｉ）中、ａは０、１又は２を表す。
　ａが２の場合、二つのＸ５は互いに同一であっても、異なっていてもよい。
【００７３】
　一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物は、互変異性体化合物であってもよい。本発明
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る構造の化合物であり、例えば下記の一般式（ａ）から一般式（ｆ）の構造が含まれる。
　なお、一般式（ａ）から一般式（ｆ）におけるＲ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ７、Ｒ８、
Ｒ９、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ１、Ｙ１、Ｙ２及びＭａは、一般式（Ｉ）におけるＲ２、Ｒ３、Ｒ
４、Ｒ５、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｙ１、Ｙ２及びＭａに対応する。
【００７４】
【化１０】

【００７５】
　一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物の具体例を以下に示す。但し、本発明はこれら
に限定されない。
【００７６】
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【化１１】

【００７７】
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【化１２】

【００７８】
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【化１３】

【００７９】
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【化１４】

【００８０】
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【化１５】

【００８１】
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【化１６】

【００８２】
　一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物は、米国特許第４，７７４，３３９号明細書、
米国特許５，４３３，８９６号明細書、特開２００１－２４０７６１号公報、特開２００
２－１５５０５２号公報、特開２００８－００７６０４４号公報、特許第３６１４５８６
号明細書、Ａｕｓｔ．Ｊ．Ｃｈｅｍ，　１９６５，　１１，　１８３５－１８４５、Ｊ．
Ｈ．Ｂｏｇｅｒ　ｅｔ　ａｌ，　Ｈｅｔｅｒｏａｔｏｍ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，　Ｖｏｌ
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．１，　Ｎｏ．５，３８９（１９９０）等に記載の方法で合成することができる。
　また、一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物は、下記一般式で表されるジピロメテン
化合物と、金属又は金属化合物とから得ることもできる。
【００８３】
【化１７】

【００８４】
（一般式中、Ｒ１～Ｒ６は、各々独立に、水素原子又は１価の置換基を表す。但し、Ｒ２

又はＲ５の少なくとも一方はヘテロアリール基を表す。Ｒ７は、水素原子、ハロゲン原子
、アルキル基、アリール基又はヘテロ環基を表す。）
【００８５】
　なお、上記一般式中、Ｒ２～Ｒ５及びＲ７は、上記一般式（Ｉ）において説明したＲ２

～Ｒ５及びＲ７と同義であり、好ましい範囲等も同様である。
　また、Ｒ１及びＲ６は、水素原子又は１価の置換基を表す。１価の置換基としては、上
記一般式（Ｉ）において説明したＲ２～Ｒ５における１価の置換基と同義であり、好まし
い範囲等も同様である。
【００８６】
　金属又は金属化合物としては、上記一般式（Ｉ）において説明したＭａと同義であり、
好ましい範囲等も同様である。
　上記一般式で表されるジピロメテン化合物と、金属又は金属化合物とから特定金属錯体
化合物を得る方法としては、特に制限されず、公知の方法を用いることができる。例えば
、米国特許第４，７７４，３３９号明細書、米国特許５，４３３，８９６号明細書、特開
２００１－２４０７６１号公報、特開２００２－１５５０５２号公報、特開２００８－０
０７６０４４号公報、特許第３６１４５８６号明細書、Ａｕｓｔ．Ｊ．Ｃｈｅｍ，　１９
６５，　１１，　１８３５－１８４５、Ｊ．Ｈ．Ｂｏｇｅｒ　ｅｔ　ａｌ，　Ｈｅｔｅｒ
ｏａｔｏｍ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，　Ｖｏｌ．１，　Ｎｏ．５，３８９（１９９０）等に
記載の方法で合成することができる。
【００８７】
　以下、一般式（ＩＩ）について詳細に説明する。
　一般式（ＩＩ）において、Ｚ１　及びＺ２　は、それぞれ独立に５員または６員の含窒
素複素環を形成するに必要な非金属原子群である。含窒素複素環には、他の複素環、芳香
族環または脂肪族環が縮合してもよい。
　含窒素複素環及びその縮合環の例には、オキサゾール環、イソオキサゾール環、ベンゾ
オキサゾール環、ナフトオキサゾール環、オキサゾロカルバゾール環、オキサゾロジベン
ゾフラン環、チアゾール環、ベンゾチアゾール環、ナフトチアゾール環、インドレニン環
、ベンゾインドレニン環、イミダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ナフトイミダゾール
環、キノリン環、ピリジン環、ピロロピリジン環、フロピロール環、インドリジン環、イ
ミダゾキノキサリン環及びキノキサリン環が含まれる。含窒素複素環は、６員環より５員
環の方が好ましい。５員の含窒素複素環にベンゼン環またはナフタレン環が縮合している
ことがより好ましい。オキサゾロカルバゾール環及びオキサゾロジベンゾフラン環がさら
に好ましく、オキサゾロジベンゾフランが最も好ましい。
【００８８】
　含窒素複素環及びその縮合環は、置換基を有していてもよい。置換基の例には、ハロゲ
ン原子、シアノ、ニトロ、脂肪族基、芳香族基、複素環基、－Ｏ－Ｒ１３、－ＣＯ－Ｒ１

４、－ＣＯ－Ｏ－Ｒ１５、－Ｏ－ＣＯ－Ｒ１６、－ＮＲ１７Ｒ１８、－ＮＨ－ＣＯ－Ｒ１

９、－ＣＯ－ＮＲ２０Ｒ２１、－ＮＨ－ＣＯ－ＮＲ２２Ｒ２３、－ＮＨ－ＣＯ－Ｏ－Ｒ２
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４、－Ｓ－Ｒ２５、－ＳＯ２　－Ｒ２６、－ＳＯ２　－Ｏ－Ｒ２７、－ＮＨ－ＳＯ２　－
Ｒ２８及び－ＳＯ２　－ＮＲ２９Ｒ３０が含まれる。Ｒ１３～Ｒ３０は、それぞれ独立に
、水素原子、脂肪族基、芳香族基または複素環基である。なお、－ＣＯ－Ｏ－Ｒ１５のＲ
１５が水素原子（すなわち、カルボキシル）の場合及び－ＳＯ２　－Ｏ－Ｒ２７のＲ２７

が水素原子（すなわち、スルホ）の場合は、水素原子が解離していても、塩の状態であっ
てもよい。
【００８９】
　本明細書において、「脂肪族基」とは、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基又ア
ラルキル基を意味し、これらの基の置換可能な位置が置換基で置換されたものも含まれる
。
　アルキル基は、環状であっても鎖状であってもよい。鎖状アルキル基は、分岐を有して
いてもよい。アルキル基の炭素数は、１～２０であることが好ましく、１～１２であるこ
とがさらに好ましく、１～８であることが最も好ましい。アルキル基の具体例には、メチ
ル、エチル、プロピル、イソプロピル、ブチル、ｔ－ブチル、シクロプロピル、シクロヘ
キシル及び２－エチルヘキシルが含まれる。アルキル基が置換を有する場合、アルキル部
分は、上記アルキル基と同様である。アルキル基の置換基の例は、上記含窒素複素環及び
その縮合環の置換基の例と同様（ただし、シアノ、ニトロ及び脂肪族基を除く）である。
アルキル基が置換基を有する場合、その具体例には、例えば、２－ヒドロキシエチル、２
－カルボキシエチル、２－メトキシエチル、２－ジエチルアミノエチル、３－スルホプロ
ピル及び４－スルホブチルが含まれる。
【００９０】
　アルケニル基は、環状であっても鎖状であってもよい。鎖状アルケニル基は、分岐を有
していてもよい。アルケニル基の炭素数は、２～２０であることが好ましく、２～１２で
あることがさらに好ましく、２～８であることが最も好ましい。アルケニル基の例には、
ビニル、アリル、１－プロペニル、２ーブテニル、２－ペンテニル及び２－ヘキセニルが
含まれる。アルケニル基が置換を有する場合、アルケニル部分は、上記アルケニル基と同
様である。アルケニル基の置換基には、アルキル基の置換基として挙げたものが含まれる
。
【００９１】
　アルキニル基は、環状であっても鎖状であってもよい。鎖状アルキニル基は、分岐を有
していてもよい。アルキニル基の炭素数は、２乃至２０であることが好ましく、２乃至１
２であることがさらに好ましく、２乃至８であることが最も好ましい。アルキニル基の具
体例としては、例えば、エチニル及び２－プロピニルが含まれる。アルキニル基が置換を
有する場合、アルキニル部分は、上記アルキニル基と同様である。アルキニル基の置換基
としては、アルキル基の置換基として挙げたものが含まれる。
【００９２】
　アラルキル基のアルキル部分は、上記アルキル基と同様である。アラルキル基のアリー
ル部分は、後述するアリール基と同様のものが含まれる。アラルキル基の具体例としては
、例には、ベンジル及びフェネチルが含まれる。アラルキル基が置換基を有する場合、ア
ラルキル部分は、上記アラルキル基と同様である。アラルキル基のアルキル部分に置換基
を有する場合、当該置換基の例としては、上記アルキル基の置換基の例と同様のものが挙
げられる。アラルキル基のアリール部分に置換基を有する場合、当該置換基の例としては
、前記含窒素複素環及びその縮合環の置換基として挙げたものが含まれる。
【００９３】
　本明細書において、「芳香族基」とは、炭素環式のアリール基（以下、単に「アリール
基」ともいう。）を意味し、アリール基の置換可能な位置が置換基で置換されたものも含
まれる。アリール基の炭素数は、６～２５であることが好ましく、６～１５であることが
さらに好ましく、６～１０であることが最も好ましい。アリール基の具体例としては、例
えば、フェニル及びナフチルが含まれる。アリール基が置換基を有する場合、置換基には
、前記含窒素複素環及びその縮合環の置換基として挙げたものが含まれる。
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【００９４】
　本明細書において、「複素環基」とは、酸素原子、窒素原子及び硫黄原子から選ばれた
少なくとも一つのヘテロ原子と炭素原子とで構成された環状化合物から１個の水素原子を
除いて得られる基であり、置換可能な位置が置換基で置換されたものも含まれる。
　複素環基は、５員環または６員環の環状構造を有するものが好ましい。複素環に、脂肪
族環、芳香族環または他の複素環が縮合していてもよい。
　複素環基の複素環（縮合環を有するものも含む）の具体例としては、例えば、ピリジン
環、ピペリジン環、フラン環、フルフラン環、チオフェン環、ピロール環、キノリン環、
モルホリン環、インドール環、イミダゾール環、ピラゾール環、カルバゾール環、フェノ
チアジン環、フェノキサジン環、インドリン環、チアゾール環、ピラジン環、チアジアジ
ン環、ベンゾキノリン環及びチアジアゾール環が含まれる。複素環基が置換基を有する場
合、当該置換基としては、前記含窒素複素環及びその縮合環の置換基として挙げたものが
含まれる。
【００９５】
　一般式（ＩＩ）において、Ｒ１０　及びＲ１１　は、それぞれ独立に、脂肪族基又は芳
香族基である。脂肪族基及び芳香族基としては、前述の含窒素複素環の置換基として記載
したものが含まれる。
　Ｒ１０　及びＲ１１が、ともに脂肪族基であることが好ましく、中でも炭素数１～４の
アルキル基が更に好ましい。更に、アルキル基の末端がスルホ基で置換されたものも好ま
しい。この場合、スルホ基は、カリウム塩のようなアルカリ金属塩となったものも含まれ
る。
【００９６】
　一般式（ＩＩ）において、Ｌ１　は、炭素数１、３又は５のメチン鎖を表す。メチン鎖
は、置換基を有していてもよい。置換基は、中央の（メソ位の）メチンに結合することが
好ましい。メチン鎖の置換基の例は、前記含窒素複素環及びその縮合環の置換基の例と同
様である。メチン鎖の二つの置換基が結合して５または６員環を形成してもよい。
　Ｌ１　は、好ましくは３個のメチンからなるメチン鎖である。
　一般式（ＩＩ）において、ｂ及びｃは、それぞれ独立に、０または１である。ｂ及びｃ
は、ともに０であることが好ましい。
　一般式（ＩＩ）で表されるトリメチンシアニン染料は、置換基としてカルボキシル基及
びスルホ基から選ばれた少なくとも一つの置換基を含むことが好ましい。この場合、カル
ボキシル基及び／又はスルホ基は、カリウム塩のようなアルカリ金属塩となったものであ
ってもよい。
【００９７】
　一般式（ＩＩ）において、Ｘ２はアニオンである。Ｘ２は、シアニン染料の電荷バラン
スを保つために必要とされる場合に含まれる。具体例としては、例えば、ハロゲンイオン
（塩素イオン、臭素イオン、沃素イオン）、ｐ－トルエンスルホン酸イオン、エチル硫酸
イオン、ＰＦ６

－、ＢＦ４
－及びＣｌＯ４

－が含まれる。
【００９８】
　以下に、一般式（ＩＩ）で表されるシアニン染料の具体例を以下に示す。但し、本発明
は、これらに限られない。
【００９９】
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【０１００】
【化１９】

【０１０１】
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【化２０】

【０１０２】
【化２１】

【０１０３】
【化２２】
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【０１０４】
【化２３】

【０１０５】
【化２４】

【０１０６】
【化２５】
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【０１０８】
【化２７】

【０１０９】
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【化３２】

【０１１４】
【化３３】

【０１１５】
　本発明においては、一般式（ＩＩ）で表されるシアニン色素は、Ｊ会合体のものが使用
される。会合状態の染料は、いわゆるＪバンドを形成するため、シャープな吸収スペクト
ルピークを示す。染料の会合とＪバンドについては、文献（例えば、Ｐｈｏｔｏｇｒａｐ
ｈｉｃ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｖｏｌ　１８，Ｎｏ　３２
３－３３５（１９７４））に詳細がある。Ｊ会合状態の染料の吸収極大は、溶液状態の染
料の吸収極大よりも長波側に移動する。従って、フィルター層に含まれる染料が会合状態
であるか、非会合状態であるかは、吸収極大を測定することで容易に判断できる。
【０１１６】
　本明細書では、溶液状態の染料の吸収極大より３０ｎｍ以上長波長側に移動している状
態を会合状態と称する。会合状態の染料では、吸収極大の移動が３０ｎｍ以上であること
が好ましく、４０ｎｍ以上であることがさらに好ましく、４５ｎｍ以上であることが最も
好ましい。染料には、水に溶解するだけで会合体を形成する化合物がある。ただし、一般
には、染料の水溶液にゼラチンまたは塩（例、塩化バリウム、塩化カリウム、塩化ナトリ
ウム、塩化カルシウム）を添加して会合体を形成する。染料の水溶液にゼラチンを添加す
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る方法が特に好ましい。染料の会合体は、染料の固体微粒子分散物として形成することも
できる。固体微粒子分散物にするためには、公知の分散機を用いることが出来る。分散機
の例には、ボールミル、振動ボールミル、遊星ボールミル、サンドミル、コロイドミル、
ジェットミル及びローラミルが含まれる。分散機については、特開昭５２ー９２７１６号
公報及び国際特許８８／０７４７９４号明細書に記載がある。縦型又は横型の媒体分散機
が好ましい。
【０１１７】
　分散は、適当な媒体（例、水、アルコール）の存在下で実施してもよい。分散用界面活
性剤を用いることが好ましい。分散用界面活性剤としては、アニオン界面活性剤（特開昭
５２－９２７１６号公報及び国際特許８８／０７４７９４号明細書に記載）が好ましく用
いられる。必要に応じてアニオン性ポリマー、ノニオン性界面活性剤あるいはカチオン性
界面活性剤を用いてもよい。染料を適当な溶媒中に溶解した後、その貧溶媒を添加して、
微粒子状の粉末を得てもよい。この場合も、上記の分散用界面活性剤を用いてもよい。あ
るいはｐＨを調整することによって溶解し、次にｐＨを変化させて染料の微結晶を析出さ
せてもよい。この微結晶も染料の会合体である。会合状態の染料が微粒子（または微結晶
）である場合、平均粒径は０．０１乃至１０μｍであることが好ましい。
【０１１８】
　以下、一般式（ＩＩＩ）について詳細に説明する。
　一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ独立に、炭素１～８のア
ルキル基、炭素数２～８のアルケニル基又は炭素数６～８のアリール基を表す。Ｕは、Ｎ
又はＣＨを表す。Ｗ及びＺは、それぞれ独立に、芳香族環を形成するに必要な原子群を表
す。Ｌは、３個又は５個のメチンからなるメチン鎖を表す。Ｘは、対イオンを表す。
【０１１９】
　この化合物の中でも下記一般式（ＩＩＩａ）で表される化合物が特に好ましい。
【０１２０】
【化３４】

【０１２１】
　一般式（ＩＩＩａ）中、Ｒ４Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５Ａ及びＲ５Ｂはアルキル基、アルケニル
基又はアリール基であり、これらは互いに同一でも異なっていてもよい。Ｌ１　は置換さ
れていてもよいメチン基又はこれらの３，５もしくは７個かり共役二重結合を形成するよ
うに連結されてなる三価の基であり、ＺＡ　及びＺＢ　は芳香族環を形成するための原子
群、Ｘ－　は陰イオンである。）
　上記一般式（ＩＩＩａ）において、ＺＡ　、ＺＢ　、Ｌ１　、Ｒ４Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５Ａ

及びＲ５Ｂはそれぞれ更に置換基を有していてもよい。これらの基中の置換基の中でも、
シーハンシュ（Ｃ．Ｈａｎｓｃｈ）等によって提唱されている疎水性パラメーターである
πが－１．０～１５の範囲である置換基が好ましい。
【０１２２】
　なお、疎水性パラメーターπは下記の文献に従って算出することができる。
　（１）シー　ハンシュ、ジャーナル　オブ　メディカル　ケミストリー（Ｃ．Ｈａｎｓ
ｃｈ、Ｊ．Ｍｅｄ．Ｃｈｅｍ．　）、第１６巻、１２０７頁（１９７３年）
　（２）シー　ハンシュ（Ｃ．Ｈａｎｓｃｈ）、同誌、第２０巻、３０４頁（１９７７年
）
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　上記一般式（ＩＩＩａ）中のＲ４Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５Ａ及びＲ５Ｂは、置換もしくは非置
換のフェニル基、置換もしくは非置換の炭素数１～８の低級アルキル基、又は、置換もし
くは非置換の炭素原子２～８の低級アルケニル基が好ましく、これらの置換基は、上記疎
水性パラメーターπが－１．０～１５の範囲であることが好ましい。
【０１２３】
　上記Ｒ４Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５Ａ及びＲ５Ｂが有する置換基としては、ハロゲン原子（Ｆ、
Ｃｌ、Ｂｒ及びＩ等）、置換もしくは非置換のフェニル基（例えば、フェニル基、ｍ－ク
ロロフェニル基及びｐ－メチルフェニル基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ基
及びブチルチオ基等）、置換もしくは非置換のフェニルチオ基（例えば、フェニルチオ基
、ｐ－クロロフェニルチオ基及びｍ－メチルフェニルチオ基等）及びアルコキシ基（例え
ば、エトキシ基及びブトキシ基等）等が好ましい。Ｒ４Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５Ａ及びＲ５Ｂは
、特に炭素数２～８の非置換のアルキル基又は炭素数２～８の非置換のアルケニル基が好
ましく、これらの中でもＲ４Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５Ａ及びＲ５Ｂが同一のものが最も好ましい
。
【０１２４】
　一般式（ＩＩＩａ）中のＺＡ　又はＺＢ　で表される原子群としては、ベンゼン環、ナ
フタレン環又はアントラセン環を形成するための原子群が好ましく、中でもベンゼン環、
ナフタレン環を形成するための原子群が特に好ましい。また、Ｚ及びＺＡ　は、前記Ｒ４

Ａ、Ｒ４Ｂ、Ｒ５ＡもしくはＲ５Ｂ中の置換基として述べた前記置換基を有していてもよ
い。ＺＡ　及びＺＢ　中の置換基としては、ハロゲン原子（例えば、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ及び
Ｉ等）、置換もしくは非置換のフェニル基（例えば、フェニル基、ｍ－クロロフェニル基
及びｐ－メチルフェニル基等）、アルキルチオ基（例えば、メチルチオ基及びブチルチオ
基等）、置換もしくは非置換のフェニルチオ基（例えば、フェニルチオ基、ｐ－クロロフ
ェニルチオ基及びｍ－メチルフェニルチオ基等）、置換もしくは非置換のアルキル基（例
えば、メチル基、トリフルオロメチル基及びｔｅｒｔ－アミル基等）、シアノ基、アルコ
キシカルボニル基（例えば、プロポキシカルボニル基、ブトキシカルボニル基、ベンジル
オキシカルボニル基、デシルオキシカルボニル基及び２－エチルヘキシルオキシカルボニ
ル基等）及びアルキルもしくはアリールスルホニル基（例えば、ブタンスルホニル基、フ
ェニルスルホニル基及びオクタンスルホニル基等）が好ましい。
【０１２５】
　上記ＺＡ又はＺＢで表される原子群としては、ハメットのシグマ定数が－０．２～＋０
．７の範囲であるような、比較的電子供与性が弱い置換基を有するベンゼン環を形成する
ための原子群が好ましく、中でもＦ、Ｃｌ、Ｂｒ及びＩなどのハロゲン原子で置換された
ベンゼン環を形成するための原子群が特に好ましい。
【０１２６】
　また、Ｌ１　は、三価の置換もしくは非置換のメチン基又は３、５もしくは７個の置換
もしくは非置換のメチン基が共役二重結合により連結されて生じる共役系の連結基である
ことが好ましいが、特に下記（Ｌ－１）～（Ｌ－９）で表される基が好ましい。
【０１２７】
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【化３５】

【０１２８】
　式（Ｌ－１）～（Ｌ－９）中のＹは水素原子又は１価の基である。このような１価の基
としては、メチル基等の低級アルキル基、置換もしくは非置換のフェニル基及びベンジル
基等のアラルキル基、メトキシ基等の低級アルコキシ基、ジメチルアミノ基、ジフェニル
アミノ基、メチルフェニルアミノ基、モルホリノ基、イミダゾリジノ基及びエトキシカル
ボニルピペラジノ基等のジ置換アミノ基、アセトキシ基等のアルキルカルボニルオキシ基
、メチルチオ基等のアルキルチオ基、シアノ基、ニトロ基及びＦ、Ｃｌ、Ｂｒ等のハロゲ
ン原子等が好ましい。
【０１２９】
　一般式（ＩＩＩａ）中のＬ１　で表される連結基の中でも、（Ｌ－１）、（Ｌ－２）、
（Ｌ－８）及び（Ｌ－９）で表される基が最も好ましい。
【０１３０】
　一般式（ＩＩＩａ）中のＸ－　は、陽イオン部分の電荷を中和するのに必要な数の陰電
荷を供給するためのものであって、１価もしくは２価の陰イオンである。
【０１３１】
　上記Ｘ－　としては、Ｃｌ－　、Ｂｒ－　及びＩ－　等のハロゲンイオン、ＳＯ２　－

　、ＨＳＯ－　及びＣＨ３　ＯＳＯ３　
－　等のアルキル硫酸イオン、パラトルエンスル

ホン酸イオン、ナフタレン－１、５－ジスホン酸イオン、メタンスルホン酸イオン、トリ
フルオロメタンスルホン酸イオン、オクタンスルホン酸イオン、ｐ－クロロ安息香酸イオ
ン、トリフルオロ酢酸イオン、シュウ酸イオン及びコハク酸イオン等のカルボン酸イオン
、ＰＦ６　

－　、ＢＦ４　
－　、ＣｌＯ４　

－　、ＩＯ４　
－　、タングステン酸イオン

、タングストリン酸イオン等のヘテロポリ酸イオン、Ｈ２　ＰＯ４　
－、ＮＯ３　

－　及
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【０１３２】
　これらの中でもＣｌ－　、Ｂｒ－　及びＩ－　等のハロゲンイオン、ＣＨ３　ＯＳＯ３
－　、Ｃ２　Ｈ５　ＯＳＯ３　

－　、パラトルエンスルホン酸イオン、トリフルオロメタ
ンスルホン酸イオン、Ｐ－クロロベンゼンスルホン酸イオン、メタンスルホン酸イオン、
ブタンスルホン酸イオン、ナフタレン－１、５－ジスルホン酸イオン、トリフルオロメタ
ンスルホン酸イオン等のパーフルオロスルホン酸イオン、ＰＦ－、ＢＦ－　及びＣｌＯ－

　等が特に好ましく、これら中でも、トリフルオロメタンスルホン酸イオン、ＰＦ６　
－

　及びＣｌＯ４　
－　等が更に好ましい。爆発の心配が無いという観点から、トルフルオ

ロメタンスルホン酸イオン及びＰＦ６　
－　が最も好ましい。

【０１３３】
　前記一般式（ＩＩＩ）で表されるイミダゾキノキサリン系化合物の好ましい具体例とし
ては、下記に示す化合物を挙げることができるが、本発明は、これらによって限定される
ものではない。
【０１３４】
【化３６】

【０１３５】
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【０１３６】
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【化３８】

【０１３７】
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【０１３８】
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【化４０】

【０１３９】
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【０１４０】
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【０１４１】
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【０１４２】
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【０１４３】
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【０１４４】
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【０１４５】
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【化４７】

【０１４６】
【化４８】

【０１４７】
　上記のイミダゾキノキサリン系化合物は、例えば、大有機化学（朝倉書店）含窒素化合
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物第１巻、４３２頁に記載されている方法を参考にして容易に合成することができる。
　これらの化合物のうち、特に、イミダゾ（４，５－ｂ）キノキサリン骨格を有する化合
物（色素）の合成は、米国特許第３，４３１，１１１号に記載されている方法を参考にし
て容易に合成することができる。
【０１４８】
　本発明に係る特定色材は、単独でも、二種以上が含まれていてもよい。
　本発明に係る特定色材を含む光学基材は、５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の吸収極大波
長を有するものである。従って、５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の吸収極大波長を有する
光学基材が得られない色材は、前述の一般式（Ｉ）で表される金属錯体化合物、又は前述
の一般式（ＩＩ）で表されるシアニン色素のＪ会合体、又は一般式（ＩＩＩ）で表される
シアニン色素に文言上含まれる場合であっても、本発明に係る特定色材からは除外される
。
　本発明に係る光学基材は、５８０ｎｍ以上６００ｎｍ以下の吸収極大波長を有するもの
が好ましく、５８５ｎｍ以上５９５ｎｍ以下の吸収極大波長を有するものが特に好ましい
。
【０１４９】
　更に、本発明に係る光学基材は、下記の光学特性を有することが好ましい。
（１）吸収極大波長における半値幅が、８０ｎｍ以下、更に好ましくは５０ｎｍ以下。
（２）吸収極大波長における吸光度（εｍａｘ）に対する４５０ｎｍ、５５０ｎｍ及び６
５０２ｎｍにおける吸光度（それぞれ、εｙ、εｍ及びεｃとも言う。）が５％以下、更
に好ましくは１％以下。
【０１５０】
　本発明に係る特定色材を含有する光学基材は、具体的には、支持体としての基礎体に含
有させる態様、基礎体とは別に、基礎体に付加して設けられる層（例えば、基礎体の表面
に形成された粘着層、着色層、二枚の基礎体の間に挟まれた層等）に含有させる態様が含
まれるが、好ましくは、基礎体上に特定色材を含有する特定色材層を有する態様である。
【０１５１】
＜基礎体＞
　本発明に係る特定色材を基礎体に含有させる場合、基礎体を構成する樹脂としては、板
またはフイルム作成した際に、できるだけ透明性の高いものが好ましく、具体的にはポリ
エチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエーテルサルフォン（ＰＥＳ）、ポリエチレン
ナフタレート、ポリアリレート、ポリエーテルケトン、ポリカーボネート、ポリエチレン
、ポリプロピレン、ナイロン６等のポリアミド、ポリイミド、トリアセチルセルロース等
のセルロース樹脂、ポリウレタン、ポリテトラフルオロエチレン等のフッ素系樹脂、ポリ
塩化ビニル等のビニル化合物、ポリアクリル酸、ポリアクリル酸エステル、ポリアクリロ
ニトリル、ビニル化合物の付加重合体、ポリメタクリル酸、ポリメタクリル酸エステル、
ポリ塩化ビニリデン等のビニリデン化合物、フッ化ビニリデン／トリフルオロエチレン共
重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体等のビニル化合物又はフッ素系化合物の共重合体
、ポリエチレンオキシド等のポリエーテル、エポキシ樹脂、ポリビニルアルコール、ポリ
ビニルブチラール等を挙げることができる。
【０１５２】
　基礎体としての樹脂中に本発明に係る特定色材を基礎体に含有させる好ましい方法には
、（１）樹脂と特定色材とを混錬し、加熱成形する方法、及び（２）有機溶剤に、樹脂又
は樹脂の原料であるモノマーと、特定色材とを分散、溶解させ、キャスティング法により
製膜し、上記モノマーを使用した場合には、更にモノマーを重合させる方法が含まれる。
　樹脂と特定色材を混練するに際しては、予め樹脂と特定色材とを混練した着色ペレット
を作製しておき、この着色ペレットと樹脂とを混練するマスターバッチ方式を採用しても
よい。
　上記（１）による方法の場合、本発明に係る特定色材を樹脂の粉体又はペレットに添加
し、１５０℃～３５０℃に加熱、溶解し、更に必要に応じて混練してから、（ｉ）成形し
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て板を作製する方法、（ｉｉ）押し出し機でフイルム化をする方法、（ｉｉｉ）押し出し
機で原反を作製し、この原反を３０℃～１２０℃で２倍～５倍に１軸延伸、２軸延伸又は
これら両者を適宜組み合わせて延伸して、所望の厚さのフイルムとする方法、等が挙げら
れる。尚、混錬する際に可塑性等の通常の樹脂成形に用いる添加剤を加えても良い。
　フイルムとする際の加工条件は、特定色材の種類、樹脂の種類等に応じて、最適な条件
が選定されることが好ましい。
【０１５３】
　特定基材の厚さは、１００μｍ以下であり、１０μｍ以下が好ましく、５μｍ以下が特
に好ましい。なお、下限値は、０．１μｍであることが好ましい。
　特定色材の含有量は、特定色材の吸収係数、作製する光学基材の厚み、目的の吸収強度
、目的の透過特性・透過率等によって異なるが、通常、樹脂の質量に対して、１ｐｐｍ～
２０重量％であり、１ｐｐｍ～１０重量％が好ましく、１ｐｐｍ～５重量％が特に好まし
い。
【０１５４】
　本発明に係る光学基材が、支持体としての基礎体と、本発明に係る特定色材を含有させ
た色材層（以下、この色材層を「特定色材層」ともいう。）を基礎体上に有する態様の場
合には、基礎体に本発明に係る特定色材を含有させる必要がない点で、より広範囲の基礎
体を使用することができる。
　このような基礎体を構成する材料としては、樹脂、ガラス等が挙げられ、波長４００～
７００ｎｍの光線透過率が４０％以上の透明性があれば特に制限はない。樹脂の具体的と
しては、例えば、ポリイミド、ポリスルフォン（ＰＳＦ）、ポリエーテルスルフォン（Ｐ
ＥＳ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリメチレンメタクリレート（ＰＭＭ
Ａ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリプロ
ピレン（ＰＰ）、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等が挙げられる。特に、ポリエチレ
ンテレフタレート（ＰＥＴ）及びトリアセチルセルロース（ＴＡＣ）、ポリメタクリル酸
メチル（ＰＭＭＡ）等のアクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂等が、高い透明性及び機械
的強度を有するが故に好ましい。
【０１５５】
　基礎体の厚さは、ある程度の機械的強度を保持させることができれば特に制限はないが
、通常は、２０μｍ～１０ｍｍであり、２０μｍ～１ｍｍが好ましく、２０μｍ～２００
μｍが特に好ましい。
【０１５６】
＜特定色材層＞
　特定色材層は、特定色材とバインダーとしての樹脂を含有する着色樹脂層であることが
好ましい。
　着色樹脂層は、粘着性のもの、及び非粘着性のものが含まれる。着色樹脂層が粘着性の
ものである場合には、着色樹脂層が接着層としての機能を兼ねるものとすることができる
。
【０１５７】
　粘着性の着色樹脂層は、特定色材以外の成分が透明粘着剤の組成物で構成されることが
好ましい。透明粘着剤としては、公知のものを使用すればよく、例えば、アクリル系粘着
剤、シリコン系粘着剤、ウレタン系粘着剤、ポリビニルブチラール粘着剤（ＰＶＢ）、エ
チレンー酢酸ビニル系粘着剤（ＥＶＡ）等、ポリビニルエーテル、飽和無定形ポリエステ
ル、メラミン樹脂等のシート状または液状の粘着剤等を挙げることができる。
【０１５８】
　他方、非粘着性の着色樹脂層の場合には、特定色材と、一般的なバインダーとして使用
される樹脂とを含む着色樹脂組成物が使用される。
　上記樹脂としては、脂肪族エステル系樹脂、アクリル系樹脂、メラミン系樹脂、ウレタ
ン樹脂、芳香族エステル樹脂、ポリカーボネート樹脂、脂肪族ポリオレフィン樹脂、芳香
族ポリオレフィン樹脂、ポリビニル系樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニル系変
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成樹脂（ＰＶＡ、ＥＶＡ等）或いはそれらの共重合樹脂の樹脂モノマーが挙げられる。
　着色樹脂組成物は、溶剤に溶解された溶液又は分散液とした塗布液を調製し、この塗布
液を基礎体上に塗布し、乾燥して、着色樹脂層が形成される。
　溶剤としては、ハロゲン系、アルコール系、ケトン系、エステル系、脂肪族炭化水素系
、芳香族炭化水素系、エーテル系溶媒、或いはそれらの混合物系等が挙げられる。
　着色樹脂層を形成する塗布液は、総固形分が通常５質量％～９０質量％が適しており、
１０質量％～５０質量％がより好ましい。
　特定色材の含有量は、着色樹脂層の総固形分に対し、通常０．０１質量％～５０質量％
が適しており、好ましくは０．１質量％～１０質量％である。
　樹脂の含有量は、着色樹脂層の総固形分に対して１０質量％以上が適当であり、好まし
くは３０質量％以上である。上限は、特定色材との差分の範囲とされる。
【０１５９】
　着色樹脂層を形成する別の方法として、本発明に係る特定色材を含有する硬化性樹脂組
成物を基礎体上に、例えば、バーコーダー、ブレードコーター、スピンコーター、リバー
スコーター、ダイコーター、スプレー等のコーティング法で塗布し、乾燥して、着色硬化
性樹脂層を形成し、この着色硬化性樹脂層を、例えば、露光又は加熱することにより硬化
して、着色樹脂層とする方法も好ましい。
　本発明に係る特定色材が含有させられる硬化性樹脂組成物としては、重合性化合物と、
重合開始剤と、必要によりバインダーしての樹脂と、必要により溶剤と、を含有する公知
の硬化性組成物を使用することができる。
　重合性化合物は、上記樹脂含有量に対し１０質量％～５０質量％の範囲で含むことが好
ましい。
【０１６０】
　基礎体上に形成される着色樹脂層の厚さは、０．５μｍ～１０μｍが適しており、更に
１μｍ～５μｍが好ましく、１μｍ～３μｍが特に好ましい。
　着色樹脂層に含まれる特定色材の含有量は、着色樹脂層の総質量を基準に、通常１０ｐ
ｐｍ～３０重量％であり、１０ｐｐｍ～２０重量％が好ましく、１０ｐｐｍ～１０重量％
が特に好ましい。
【０１６１】
　本発明においては、基礎体上に特定色材層を有する光学基材が好ましく、更に、特定色
材層が、着色感光性樹脂組成物を塗布し、乾燥して得られた着色感光性樹脂層を露光して
硬化して得られたものが好ましい。
　着色感光性樹脂組成物における特定色材以外の成分には、重合性化合物及び光重合開始
剤が含まれる。更に、好ましくは、アルカリ可溶性樹脂等のバインダー、必要に応じて含
有させる各種添加剤が含まれる。
　（重合性化合物）
　本発明の着色感光性樹脂組成物は、少なくとも一種の重合性化合物を含有することが好
ましい。重合性化合物としては、例えば少なくとも一個のエチレン性不飽和二重結合を有
する重合性化合物であり、公知の組成物を構成する成分から選択して用いることができ、
特開２００６－２３６９６号公報の段落番号［００１０］～［００２０］に記載の成分や
、特開２００６－６４９２１号公報の段落番号［００２７］～［００５３］に記載の成分
を挙げることができる。
【０１６２】
　また、イソシアネートと水酸基の付加反応を用いて製造されるウレタン付加重合性化合
物も好適であり、特開昭５１－３７１９３号公報、特公平２－３２２９３号公報、特公平
２－１６７６５号公報に記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－
４９８６０号公報、特公昭５６－１７６５４号公報、特公昭６２－３９４１７号公報、特
公昭６２－３９４１８号公報に記載のエチレンオキサイド骨格を有するウレタン化合物類
も好適である。
　その他の例としては、特開昭４８－６４１８３号公報、特公昭４９－４３１９１号公報
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、特公昭５２－３０４９０号公報の各公報に記載されているようなポリエステルアクリレ
ート類、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸とを反応させて得られるエポキシアクリレー
ト類等の多官能のアクリレートやメタクリレートを挙げることができる。更に日本接着協
会誌ｖｏｌ．２０、Ｎｏ．７、３００～３０８ページ（１９８４年）に光硬化性モノマー
及びオリゴマーとして紹介されているものも使用することができる。
【０１６３】
　具体例としては、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリト
ールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート
、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリ（（メタ）アクリロイルオ
キシエチル）イソシアヌレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレートＥＯ
変性体、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートＥＯ変性体などが、並びに
、市販品としては、ＮＫエステル　Ａ－ＴＭＭＴ、ＮＫエステル　Ａ－ＴＭＭ－３、ＮＫ
オリゴＵＡ－３２Ｐ、ＮＫオリゴＵＡ－７２００（以上、新中村化学工業（株）製）、ア
ロニックス　Ｍ－３０５、アロニックス　Ｍ－３０６、アロニックス　Ｍ－３０９、アロ
ニックス　Ｍ－４５０、アロニックス　Ｍ－４０２、ＴＯ－１３８２（以上、東亞合成（
株）製）、Ｖ＃８０２（大阪有機化学工業（株）製）、カヤラド　Ｄ－３３０、カヤラド
　Ｄ－３２０、カヤラド　Ｄ－３１０、カヤラド　ＤＰＨＡ（以上、日本化薬（株）製）
等を好ましい例として挙げることができる。
　これらの重合性化合物は単独で、或いは２種以上の併用で用いることができる。
【０１６４】
　着色感光性樹脂組成物の全固形分中における重合性化合物の含有量（２種以上の場合は
総含有量）としては、１０質量％～８０質量％が好ましく、１５質量％～７５質量％がよ
り好ましく、２０質量％～６０質量％が特に好ましい。
【０１６５】
（光重合開始剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物は、少なくとも一種の光重合開始剤を含有することが好
ましい。光重合開始剤は、前記重合性化合物を重合させ得るものであれば、特に制限はな
く、特性、開始効率、吸収波長、入手性、コスト等の観点で選ばれるのが好ましい。
　光重合開始剤は、露光光により感光し、重合性化合物の重合を開始、促進する化合物で
ある。波長３００ｎｍ以上の活性光線に感応し、重合性化合物の重合を開始、促進する化
合物が好ましい。また、波長３００ｎｍ以上の活性光線に直接感応しない光重合開始剤に
ついても、増感剤と組み合わせて好ましく用いることができる。
【０１６６】
　具体的には例えば、オキシムエステル化合物、有機ハロゲン化化合物、オキサジアゾー
ル化合物、カルボニル化合物、ケタール化合物、ベンゾイン化合物、アクリジン化合物、
有機過酸化物、アゾ化合物、クマリン化合物、アジド化合物、メタロセン化合物、ヘキサ
アリールビイミダゾール化合物、有機ホウ酸化合物、ジスルホン酸化合物、オニウム塩化
合物、アシルホスフィン（オキシド）、ベンゾフェノン化合物、アセトフェノン化合物及
びその誘導体等が挙げられる。
　これらの中でも、感度の点から、ベンゾフェノン化合物、オキシムエステル化合物、ヘ
キサアリールビイミダゾール化合物が好ましい。
【０１６７】
　ベンゾフェノン化合物としては、ベンゾフェノン、２－メチルベンゾフェノン、３－メ
チルベンゾフェノン、４－メチルベンゾフェノン、４－メトキシベンゾフェノン、２－ク
ロロベンゾフェノン、４－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェノン、２－カル
ボキシベンゾフェノン、２－エトキシカルボニルベンゾフェノン、ベンゾフェノンテトラ
カルボン酸又はそのテトラメチルエステル、４，４’－ビス（ジアルキルアミノ）ベンゾ
フェノン類（例えば、４，４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビ
ス（ジシクロヘキシルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベン
ゾフェノン、４，４’－ビス（ジヒドロキシエチルアミノ）ベンゾフェノン）、４－メト
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キシ－４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、４
－ジメチルアミノベンゾフェノン、４－ジメチルアミノアセトフェノン等が挙げられるが
、感度の観点より、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノンが好ましい。
【０１６８】
　オキシムエステル化合物としては、特開２０００－８００６８号公報、特開２００１－
２３３８４２号公報、特表２００４－５３４７９７号公報、国際公開第２００５／０８０
３３７号パンフレット、国際公開第２００６／０１８９７３号パンフレット、特開２００
７－２１０９９１号公報、特開２００７－２３１０００号公報、特開２００７－２６９７
７９号公報、特開２００９－１９１０６１号公報、国際公開第２００９／１３１１８９号
パンフレットに記載の化合物を使用できる。
【０１６９】
　具体的な例としては、２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－１－［４－（フェニルチオ）
フェニル］－１，２－ブタンジオン、２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－１－［４－（フ
ェニルチオ）フェニル］－１，２－ペンタンジオン、２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－
１－［４－（フェニルチオ）フェニル］－１，２－ヘキサンジオン、２－（Ｏ－ベンゾイ
ルオキシム）－１－［４－（フェニルチオ）フェニル］－１，２－ヘプタンジオン、２－
（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－１－［４－（フェニルチオ）フェニル］－１，２－オクタ
ンジオン、２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－１－［４－（メチルフェニルチオ）フェニ
ル］－１，２－ブタンジオン、２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－１－［４－（エチルフ
ェニルチオ）フェニル］－１，２－ブタンジオン、２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）－１
－［４－（ブチルフェニルチオ）フェニル］－１，２－ブタンジオン、１－（Ｏ－アセチ
ルオキシム）－１－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール
－３－イル］エタノン、１－（Ｏ－アセチルオキシム）－１－［９－メチル－６－（２－
メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル］エタノン、１－（Ｏ－アセチルオ
キシム）－１－［９－プロピル－６－（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－
３－イル］エタノン、１－（Ｏ－アセチルオキシム）－１－［９－エチル－６－（２－エ
チルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル］エタノン、１－（Ｏ－アセチルオキ
シム）－１－［９－エチル－６－（２－ブチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－
イル］エタノン、２－（ベンゾイルオキシイミノ）－１－［４－（フェニルチオ）フェニ
ル］－１－オクタノン、２－（アセトキシイミノ）－４－（４－クロロフェニルチオ）－
１－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル］－
１－ブタノンなどが挙げられる。但し、これらに限定されるものではない。
　また、本発明においては、感度、経時安定性、後加熱時の着色の観点から、オキシム系
化合物として、下記一般式（１）で表される化合物も好適である。
【０１７０】
【化４９】

【０１７１】
　前記一般式（１）中、Ｒ及びＸは、各々独立に、１価の置換基を表し、Ａは、２価の有
機基を表し、Ａｒは、アリール基を表す。ｎは、０～５の整数である。
【０１７２】
　一般式（１）中、Ｒとしては、高感度化の点から、アシル基が好ましく、具体的には、
アセチル基、プロピオニル基、ベンゾイル基、トルイル基が好ましい。
　一般式（１）中、Ａとしては、感度を高め、加熱経時による着色を抑制する点から、無
置換のアルキレン基、アルキル基（例えば、メチル基、エチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、
ドデシル基）で置換されたアルキレン基、アルケニル基（例えば、ビニル基、アリル基）



(55) JP 2015-36796 A 2015.2.23

10

20

30

40

50

で置換されたアルキレン基、アリール基（例えば、フェニル基、ｐ－トリル基、キシリル
基、クメニル基、ナフチル基、アンスリル基、フェナントリル基、スチリル基）で置換さ
れたアルキレン基が好ましい。
【０１７３】
　一般式（１）中、Ａｒとしては、感度を高め、加熱経時による着色を抑制する点から、
置換又は無置換のフェニル基が好ましい。置換フェニル基の場合、その置換基としては、
例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等のハロゲン基が好ましい。
　一般式（１）中、Ｘとしては、溶剤溶解性と長波長領域の吸収効率向上の点から、置換
基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアリール基、置換基を有してもよい
アルケニル基、置換基を有してもよいアルキニル基、置換基を有してもよいアルコキシ基
、置換基を有してもよいアリールオキシ基、置換基を有してもよいアルキルチオキシ基、
置換基を有してもよいアリールチオキシ基、置換基を有してもよいアミノ基が好ましい。
　一般式（１）におけるｎは１～２の整数が好ましい。
【０１７４】
　有機ハロゲン化化合物の例としては、具体的には、若林等、「Ｂｕｌｌ　Ｃｈｅｍ．　
Ｓｏｃ．　Ｊａｐａｎ」４２、２９２４（１９６９）、米国特許第３，９０５，８１５号
明細書、特公昭４６－４６０５号公報、特開昭４８－３６２８１号公報、特開昭５５－３
２０７０号公報、特開昭６０－２３９７３６号公報、特開昭６１－１６９８３５号公報、
特開昭６１－１６９８３７号公報、特開昭６２－５８２４１号公報、特開昭６２－２１２
４０１号公報、特開昭６３－７０２４３号公報、特開昭６３－２９８３３９号公報、Ｍ．
Ｐ．Ｈｕｔｔ“Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｈｅｔｅｒｏｃｙｃｌｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ
”１（Ｎｏ３），（１９７０）等に記載の化合物が挙げられ、特に、トリハロメチル基が
置換したオキサゾール化合物、ｓ－トリアジン化合物が挙げられる。
【０１７５】
　ヘキサアリールビイミダゾール化合物の例としては、例えば、特公平６－２９２８５号
公報、米国特許第３，４７９，１８５号、同第４，３１１，７８３号、同第４，６２２，
２８６号等の各明細書に記載の種々の化合物、具体的には、２，２’－ビス（ｏ－クロロ
フェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ
－ブロモフェニル））４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－
ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾー
ル、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ（ｍ－メトキ
シフェニル）ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニル）－４，４
’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニトロフェニル）
－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－メチルフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－
トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール等が挙げ
られる。
【０１７６】
　光重合開始剤は、１種又は２種以上を組み合わせて用いることができる。また、露光波
長に吸収を持たない開始剤を用いる場合には、増感剤を使用する必要がある。
【０１７７】
　光重合開始剤の総含有量は、着色感光性樹脂組成物中の全固形分に対して、０．５質量
％～３０質量％であることが好ましく、２質量％～２０質量％であることがより好ましく
、５質量％～１８質量％が最も好ましい。この範囲内であると、露光時の感度が高く、ま
た色特性も良好である。
【０１７８】
（アルカリ可溶性バインダー）
　アルカリ可溶性バインダーは、アルカリ可溶性を有すること以外は、特に限定はなく、
好ましくは、耐熱性、現像性、入手性等の観点から選択することができる。
【０１７９】
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　アルカリ可溶性バインダーとしては、線状有機高分子重合体であり、且つ、有機溶剤に
可溶で、弱アルカリ水溶液で現像できるものが好ましい。このような線状有機高分子重合
体としては、側鎖にカルボン酸を有するポリマー、例えば、特開昭５９－４４６１５号、
特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７７号、特公昭５４－２５９５７号、特
開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７１０４８号の各公報に記載されているような、
メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体
、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体等が挙げられ、同様に側鎖に
カルボン酸を有する酸性セルロース誘導体が有用である。
【０１８０】
　上述したものの他、本発明におけるアルカリ可溶性バインダーとしては、水酸基を有す
るポリマーに酸無水物を付加させたもの等や、ポリヒドロキシスチレン系樹脂、ポリシロ
キサン系樹脂、ポリ（２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート）、ポリビニルピロリ
ドンやポリエチレンオキサイド、ポリビニルアルコール、等も有用である。また、線状有
機高分子重合体は、親水性を有するモノマーを共重合したものであってもよい。この例と
しては、アルコキシアルキル（メタ）アクリレート、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリ
レート、グリセロール（メタ）アクリレート、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール
アクリルアミド、２級若しくは３級のアルキルアクリルアミド、ジアルキルアミノアルキ
ル（メタ）アクリレート、モルホリン（メタ）アクリレート、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ
－ビニルカプロラクタム、ビニルイミダゾール、ビニルトリアゾール、メチル（メタ）ア
クリレート、エチル（メタ）アクリレート、分岐若しくは直鎖のプロピル（メタ）アクリ
レート、分岐若しくは直鎖のブチル（メタ）アクリレート、又は、フェノキシヒドロキシ
プロピル（メタ）アクリレート、等が挙げられる。その他、親水性を有するモノマーとし
ては、テトラヒドロフルフリル基、燐酸基、燐酸エステル基、４級アンモニウム塩基、エ
チレンオキシ鎖、プロピレンオキシ鎖、スルホン酸基及びその塩由来の基、モルホリノエ
チル基等を含んでなるモノマー等も有用である。
【０１８１】
　また、アルカリ可溶性バインダーは、架橋効率を向上させるために、重合性基を側鎖に
有してもよく、例えば、アリル基、（メタ）アクリル基、アリルオキシアルキル基等を側
鎖に含有するポリマー等も有用である。上述の重合性基を含有するポリマーの例としては
、市販品のダイヤナールＮＲシリーズ（三菱レイヨン（株）製）；Ｐｈｏｔｏｍｅｒ　６
１７３（ＣＯＯＨ基含有Ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ　ａｃｒｙｌｉｃ　ｏｌｉｇｏｍｅｒ
、Ｄｉａｍｏｎｄ　Ｓｈａｍｒｏｃｋ　Ｃｏ．Ｌｔｄ，製）；ビスコートＲ－２６４、Ｋ
Ｓレジスト１０６（いずれも大阪有機化学工業（株）製）；サイクロマーＰシリーズ、プ
ラクセルＣＦ２００シリーズ（いずれもダイセル化学工業（株）製）；Ｅｂｅｃｒｙｌ３
８００（ダイセルサイテック（株）製）等が挙げられる。また、硬化皮膜の強度を上げる
ためにアルコール可溶性ナイロンや２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）－プロパ
ンとエピクロルヒドリンとのポリエーテル等も有用である。
【０１８２】
　これら各種アルカリ可溶性バインダーの中でも、耐熱性の観点からは、ポリヒドロキシ
スチレン系樹脂、ポリシロキサン系樹脂、アクリル系樹脂、アクリルアミド系樹脂、アク
リル／アクリルアミド共重合体樹脂が好ましく、現像性制御の観点からは、アクリル系樹
脂、アクリルアミド系樹脂、アクリル／アクリルアミド共重合体樹脂が好ましい。
【０１８３】
　前記アクリル系樹脂としては、ベンジル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル酸、
ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリルアミド等から選ばれるモノマ
ーからなる共重合体や、市販品のダイヤナールＮＲシリーズ（三菱レイヨン（株）製）Ｋ
Ｓレジスト－１０６（大阪有機化学工業（株）製）、サイクロマーＰシリーズ、プラクセ
ルＣＦ２００シリーズ（ダイセル化学工業（株）製）等が好ましい。
【０１８４】
　アルカリ可溶性バインダーは、現像性、液粘度等の観点から、重量平均分子量（ＧＰＣ
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法で測定されたポリスチレン換算値）が１０００～２×１０５の重合体が好ましく、２０
００～１×１０５の重合体がより好ましく、５０００～５×１０４の重合体が特に好まし
い。単独でもちいることも２種以上を併用することもできる。
【０１８５】
（有機溶剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物は、有機溶剤を含有することができる。
　有機溶剤は、並存する各成分の溶解性や着色感光性樹脂組成物としたときの塗布性を満
足できるものであれば、基本的には特に制限はなく、特に、固形分の溶解性、塗布性、安
全性を考慮して選ばれることが好ましい。
【０１８６】
　有機溶剤としては、エステル類として、例えば、酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸
イソブチル、ギ酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、プロピオン酸ブチル、酪酸
イソプロピル、酪酸エチル、酪酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、オキシ酢酸アルキル
エステル類（例：オキシ酢酸メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢酸ブチル（具体的には
、メトキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル
、エトキシ酢酸エチル等が挙げられる。））、３－オキシプロピオン酸アルキルエステル
類、２－オキシプロピオン酸アルキルエステル類、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸
メチル、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エ
チル、ピルビン酸プロピル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸
メチル、２－オキソブタン酸エチル等が挙げられる。
【０１８７】
　また、エーテル類としては、例えば、ジエチレングリコールジメチルエーテル、テトラ
ヒドロフラン、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチル
エーテル、メチルセロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテート、ジエチレングリ
コールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリ
コールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリ
コールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテ
ート、プロピレングリコールモノプロピルエーテルアセテート、３－エトキシプロピオン
酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、等が挙げられる。
　ケトン類としては、例えば、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン
、３－ヘプタノン等が挙げられる。
　芳香族炭化水素類としては、例えば、トルエン、キシレン等が好適に挙げられる。
【０１８８】
　これらの有機溶剤は、前述の各成分の溶解性、及びアルカリ可溶性バインダーを含む場
合はその溶解性、塗布面状の改良などの観点から、２種以上を混合することも好ましい。
この場合、特に好ましくは、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン
酸エチル、エチルセロソルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジメチルエ
ーテル、酢酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シクロヘキサ
ノン、エチルカルビトールアセテート、ブチルカルビトールアセテート、プロピレングリ
コールメチルエーテル、及びプロピレングリコールメチルエーテルアセテートから選択さ
れる２種以上で構成される混合溶液である。
【０１８９】
　有機溶剤の着色感光性樹脂組成物中における含有量としては、組成物中の全固形分濃度
が５質量％～８０質量％になる量が好ましく、５質量％～６０質量％になる量がより好ま
しく、１０質量％～６０質量％になる量が特に好ましい。
【０１９０】
（増感剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物には増感剤を加えることもできる。本発明に用いうる典
型的な増感剤としては、クリベロ〔Ｊ．　Ｖ．　Ｃｒｉｖｅｌｌｏ，　Ａｄｖ．　ｉｎ　
Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ，　６２，１（１９８４）〕に開示しているものが挙げられ、具
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体的には、ピレン、ペリレン、アクリジン、チオキサントン、２－クロロチオキサントン
、ベンゾフラビン、Ｎ－ビニルカルバゾール、９，１０－ジブトキシアントラセン、アン
トラキノン、ベンゾフェノン、クマリン、ケトクマリン、フェナントレン、カンファキノ
ン、フェノチアジン誘導体などを挙げることができる。増感剤は、光重合開始剤に対し、
５０質量％～２００質量％の割合で添加することが好ましい。
【０１９１】
（連鎖移動剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物には連鎖移動剤を加えることもできる。
　本発明に用いうる連鎖移動剤としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチ
ルエステルなどのＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ安息香酸アルキルエステル、２－メルカプト
ベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メルカプトベンゾイミダゾ
ール、Ｎ－フェニルメルカプトベンゾイミダゾール、１，３，５－トリス（３－メルカブ
トブチルオキシエチル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－
トリオンなどの複素環を有するメルカプト化合物、及び、ペンタエリスリトールテトラキ
ス（３－メルカプトブチレート）、１，４－ビス（３－メルカプトブチリルオキシ）ブタ
ンなどの脂肪族多官能メルカプト化合物などが挙げられる。
　連鎖移動剤は、１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
　連鎖移動剤の添加量は、本発明の組成物の全固形分に対して、０．０１質量％～１５質
量％範囲であることが、感度ばらつきを低減するという観点から好ましく、０．１質量％
～１０質量％がより好ましく、０．５質量％～５質量％が特に好ましい。
【０１９２】
（重合禁止剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物は、重合禁止剤を含有してもよい。
　重合禁止剤とは、光や熱により着色感光性樹脂組成物中に発生したラジカル等の重合開
始種に対して水素供与（又は水素授与）、エネルギー供与（又はエネルギー授与）、電子
供与（又は電子授与）などを実施し、重合開始種を失活させ、重合が意図せず開始される
ことを抑制する役割をはたす物質である。特開２００７－３３４３２２号公報の段落番号
［０１５４］～［０１７３］に記載された重合禁止剤などを用いることができる。
　これらの中でも、重合禁止剤としてはｐ－メトキシフェノールが好ましく挙げられる。
　本発明の着色感光性樹脂組成物における重合禁止剤の含有量は、重合性化合物の全質量
に対して、０．０００１質量％～５質量％が好ましく、０．００１質量％～５質量％がよ
り好ましく、０．００１質量％～１質量％が特に好ましい。
【０１９３】
（界面活性剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物は、界面活性剤を含有してもよい。
　界面活性剤としては、アニオン系、カチオン系、ノニオン系、又は、両性のいずれでも
使用することができるが、好ましい界面活性剤はノニオン系界面活性剤である。具体的に
は、特開２００９－０９８６１６号公報の段落番号［００５８］に記載のノニオン系界面
活性剤が挙げられ、中でもフッ素系界面活性剤が好ましい。
【０１９４】
　本発明に用いることができるこの他の界面活性剤としては、例えば、市販品である、メ
ガファックＦ１４２Ｄ、同Ｆ１７２、同Ｆ１７３、同Ｆ１７６、同Ｆ１７７、同Ｆ１８３
、同Ｆ４７９、同Ｆ４８２、同Ｆ５５４、同Ｆ７８０、同Ｆ７８１、同Ｆ７８１－Ｆ、同
Ｒ３０、同Ｒ０８、同Ｆ－４７２ＳＦ、同ＢＬ２０、同Ｒ－６１、同Ｒ－９０（ＤＩＣ（
株）製）、フロラードＦＣ－１３５、同ＦＣ－１７０Ｃ、同ＦＣ－４３０、同ＦＣ－４３
１、Ｎｏｖｅｃ　ＦＣ－４４３０（住友スリーエム（株）製）、アサヒガードＡＧ７１０
５，７０００，９５０，７６００、サーフロンＳ－１１２、同Ｓ－１１３、同Ｓ－１３１
、同Ｓ－１４１、同Ｓ－１４５、同Ｓ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ－１０２、同Ｓ
Ｃ－１０３、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ－１０６（旭硝子（株）製）、エ
フトップＥＦ３５１、同３５２、同８０１、同８０２（三菱マテリアル電子化成（株）製
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）、フタージェント２５０（ネオス（株）製）などが挙げられる。
【０１９５】
　また、界面活性剤として、下記式（１）で表される構成単位Ａ及び構成単位Ｂを含み、
テトラヒドロフランを溶媒としてゲルパーミエーションクロマトグラフィで測定されるポ
リスチレン換算の重量平均分子量（Ｍｗ）が１，０００以上１０，０００以下である共重
合体を好ましい例として挙げることができる。
【０１９６】
【化５０】

【０１９７】
　式（１）中、Ｒ１及びＲ３はそれぞれ独立に、水素原子又はメチル基を表し、Ｒ２は炭
素数１以上４以下の直鎖アルキレン基を表し、Ｒ４は水素原子又は炭素数１以上４以下の
アルキル基を表し、Ｌは炭素数３以上６以下のアルキレン基を表し、ｐ及びｑは重合比を
表す重量百分率であり、ｐは１０質量％以上８０質量％以下の数値を表し、ｑは２０質量
％以上９０質量％以下の数値を表し、ｒは１以上１８以下の整数を表し、ｎは１以上１０
以下の整数を表す。）
【０１９８】
　前記Ｌは、下記式（２）で表される分岐アルキレン基であることが好ましい。式（２）
におけるＲ５は、炭素数１以上４以下のアルキル基を表し、相溶性と被塗布面に対する濡
れ性の点で、炭素数１以上３以下のアルキル基が好ましく、炭素数２又は３のアルキル基
がより好ましい。ｐとｑとの和（ｐ＋ｑ）は、ｐ＋ｑ＝１００、すなわち、１００質量％
であることが好ましい。
【０１９９】

【化５１】

【０２００】
　前記共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１，５００以上５，０００以下がより好ま
しい。
　これら界面活性剤は、１種単独で又は２種以上を混合して使用することができる。本発
明の着色感光性樹脂組成物における界面活性剤の添加量は、固形分中０．０１質量％～２
．０質量％が好ましく、０．０２質量％～１．０質量％が特に好ましい。この範囲である
と、塗布性及び硬化膜の均一性が良好となる。
【０２０１】
（密着改良剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物は、密着改良剤を含有してもよい。
　密着改良剤は、基材となる無機物、例えば、ガラス、シリコン、酸化シリコン、窒化シ
リコン等のシリコン化合物、金、銅、アルミニウム等と硬化膜との密着性を向上させる化
合物である。具体的には、シランカップリング剤、チオール系化合物等が挙げられる。密
着改良剤としてのシランカップリング剤は、界面の改質を目的とするものであり、特に限
定することなく、公知のものを使用することができる。
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　シランカップリング剤としては、特開２００９－９８６１６号公報の段落番号［００４
８］に記載のシランカップリング剤が好ましく、中でもγ－グリシドキシプロピルトリア
ルコキシシランやγ－メタクリロキシプロピルトリアルコキシシランがより好ましい。こ
れらは１種単独又は２種以上を併用できる。
　本発明の着色感光性樹脂組成物における密着改良剤の含有量は、全固形分量に対して、
０．１質量％～２０質量％が好ましく、０．２質量％～５質量％がより好ましい。
【０２０２】
（架橋剤）
　本発明の着色感光性樹脂組成物に補足的に架橋剤を用い、着色感光性樹脂組成物を硬化
させてなる着色硬化膜の硬度をより高めることもできる。
　架橋剤としては、架橋反応により膜硬化を行なえるものであれば、特に限定はなく、例
えば、（ａ）エポキシ樹脂、（ｂ）メチロール基、アルコキシメチル基、及びアシロキシ
メチル基から選ばれる少なくとも１つの置換基で置換された、メラミン化合物、グアナミ
ン化合物、グリコールウリル化合物又はウレア化合物、（ｃ）メチロール基、アルコキシ
メチル基、及びアシロキシメチル基から選ばれる少なくとも１つの置換基で置換された、
フェノール化合物、ナフトール化合物又はヒドロキシアントラセン化合物、が挙げられる
。中でも、多官能エポキシ樹脂が好ましい。
　架橋剤の具体例などの詳細については、特開２００４－２９５１１６号公報の段落番号
［０１３４］～［０１４７］の記載を参照することができる。
【０２０３】
（その他の添加物）
　本発明の着色感光性樹脂組成物には、必要に応じて、その他の各種添加物、例えば、充
填剤、上記以外の高分子化合物、紫外線吸収剤、酸化防止剤、凝集防止剤等を配合するこ
とができる。これらの添加物としては、特開２００４－２９５１１６号公報の段落番号〔
０１５５〕～〔０１５６〕に記載のものを挙げることができる。
　本発明の着色感光性樹脂組成物においては、特開２００４－２９５１１６号公報の段落
番号〔００７８〕に記載の光安定剤、同公報の段落番号〔００８１〕に記載の熱重合防止
剤を含有することができる。
【０２０４】
＜着色感光性樹脂組成物の調製方法＞
　本発明の着色感光性樹脂組成物の調製態様については特に制限されないが、例えば、特
定金属錯体化合物、重合性化合物、光重合開始剤など前述の各成分と必要に応じて任意成
分とを混合することで調製することができる。
【０２０５】
　なお、着色感光性樹脂組成物の調製に際しては、着色感光性樹脂組成物に含有される各
成分を一括配合してもよいし、各成分を溶剤に溶解・分散した後に逐次配合してもよい。
また、配合する際の投入順序や作業条件は特に制約を受けない。例えば、全成分を同時に
溶剤に溶解・分散して組成物を調製してもよいし、必要に応じては、各成分を適宜２つ以
上の溶液・分散液としておいて、使用時（塗布時）にこれらを混合して組成物として調製
してもよい。
【０２０６】
　なお、本発明の着色感光性樹脂組成物の調製に際しては、異物の除去や欠陥の低減など
の目的で、各成分を混合した後、フィルタにより濾過することが好ましい。フィルタは、
従来、ろ過用途等に用いられているものが特に限定されることなく用いられる。具体的に
は、例えば、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）等のフッ素樹脂、ナイロン－６、
ナイロン－６，６等のポリアミド系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン（ＰＰ）等のポ
リオレフィン樹脂（高密度、超高分子量を含む）等によるフィルタが挙げられる。これら
フィルタ素材の中でも、ナイロン－６、ナイロン－６，６等のポリアミド系樹脂、ポリプ
ロピレン（高密度ポリプロピレンを含む）が好ましい。
　フィルタの孔径は、０．０１μｍ～７．０μｍ程度が適しており、好ましくは０．０１
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μｍ～２．５μｍ程度、さらに好ましくは０．０１μｍ～２．０μｍ程度である。この範
囲とすることにより、後工程において均一な着色感光性樹脂組成物の調製を阻害する、微
細な異物が確実に除去され、均一及び平滑な着色感光性樹脂組成物の形成が可能となる。
【０２０７】
　フィルタを使用する際、異なるフィルタを組み合わせてもよい。その際、第１のフィル
タを用いたフィルタリングは、１回のみでもよいし、２回以上行ってもよい。また、上述
した範囲内で異なる孔径のフィルタを組み合わせて、第１のフィルタを複数のフィルタか
らなるものとして、第１回目のフィルタリングとしてもよい。ここでいう孔径は、フィル
タメーカーの公称値を参照することができる。市販のフィルタとしては、例えば、日本ポ
ール株式会社、アドバンテック東洋株式会社、日本インテグリス株式会社（旧日本マイク
ロリス株式会社）又は株式会社キッツマイクロフィルタ等が提供する各種フィルタの中か
ら選択することができる。
　第２のフィルタは、上述した第１のフィルタと同様の材料等で形成されたものを使用す
ることができる。
　また、例えば、第１のフィルタでのフィルタリングは、顔料分散物のみにたいして行い
、該顔料分散物に他の成分を混合して着色感光性樹脂組成物とした後に、第２のフィルタ
リングを行ってもよい。
【０２０８】
　本発明に係る光学基材は、表示装置における光源からの光に含まれる赤色（Ｒ）と緑色
（Ｇ）の中間色に相当する５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の波長の光を吸収する光学特性
を有する。従って、表示装置における光源からカラーフィルタとへの光路上に配置される
ことにより、表示されるカラー画像の色純度が改善される。
　以下、本発明に係る光学基材を組み込んだ表示装置について、説明する。
【０２０９】
＜表示装置＞
　本発明に係る表示装置は、複数色の着色層の配列により構成されるカラーフィルタと、
光源と、前記光源から前記カラーフィルタへの光路上に配置された光学基材と、を含む。
　光源としては、例えば、導光板を用いたエッジライト型や、直下型のタイプのものが用
いられる。光源は、例えば、以下のものを含んで構成されている。すなわち、ＣＣＦＬ（
Ｃｏｌｄ　Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｌａｍｐ：冷陰極傾向ランプ）や
、ＦＦＬ（Ｆｌａｔ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｌａｍｐ：フラット蛍光ランプ）などで
ある。また、ＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｏｄｅ：発光ダイオード）や
、ＥＬ（Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ：電界発光）などである。
　さらに青色ＬＥＤ光源に量子ドットバックライトを用いる形態では、輝度低下を抑えつ
つ色再現範囲を広げる効果が更に好ましく得られる。量子ドットは例えば半導体物質（Ｃ
ｄＳ/ＺｎＳ）を数ナノに結晶形成した素材で量子力学的な光学特性を持ち、電子や光子
を吸収し、結晶サイズに規定される波長の光（ＵＶ、可視光、遠赤外線）を高い効率で発
光する特徴がある。この量子ドットを赤、緑のフォトルミネセンス材料に用い、青色ＬＥ
Ｄ光源と組み合わせてＬＣＤバックライト光源に用い、色再現範囲を向上させるものであ
る。
　また、光源は、この他にも、液晶表示パネル側から戻ってきた光を拡散させて、再び表
示光として利用する（リサイクル）ための反射板が設けられていてもよい。
　光源とカラーフィルタとの間には、拡散板が設けられていることが好ましい。拡散板は
、光源２１の光を拡散させて面内方向の輝度を均一に保つ機能を有する。
【０２１０】
　カラーフィルタは、１つの画素が赤色（Ｒ）のみを透過する赤色領域、緑色（Ｇ）のみ
を透過する緑色領域、及び青色（Ｂ）のみを透過する青色領域の少なくとも三つの領域を
含んで構成されており、例えば１７６８×１０２９ピクセルのカラーフィルタの場合には
、上記画素が横方向に１７６８個、縦方向に１０２９個緻密に並んだ構成となっている。
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【０２１１】
　例えば液晶表示装置の場合には、液晶表示パネルとバックライトユニットとを含んで構
成され、光源はバックライトユニットに、カラーフィルタは、液晶表示パネルに、それぞ
れ含まれ、バックライトユニットに含まれる光源からの光は、液晶表示パネルに導かれ、
液晶表示パネルを通過した光が、表示パネル上の画像として観察される。
【０２１２】
　本発明においては、光源からの光が、カラーフィルタまで到達する光路上に、本発明に
係る光学基材が配置される。これにより、光源が発光する光に含まれる赤色（Ｒ）と緑色
（Ｇ）の中間色に相当する５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の波長の光が光学基材によって
吸収される。そのため、カラーフィルタに到達する光には、上記５８０ｎｍ以上６１０ｎ
ｍ以下の波長の光が殆ど含まれていないので、液晶表示パネルに表示される画像の色純度
が向上する。
　従って、光源が発光する光が、カラーフィルタに到達するまでの間に、本発明に係る光
学基材を通過する位置であれば、いかなる位置に配置されていてもよい。
　本発明に係る光学部材の特に好ましい配置位置は、例えば液晶表示装置における液晶表
示パネルとバックライトユニットとの間、バックライトユニットにおける光源と拡散板と
の間、バックライトユニットにおける拡散板の液晶表示パネル側表面等が挙げられる。
【０２１３】
　なお、表示装置の定義や各表示装置の詳細については、例えば「電子ディスプレイデバ
イス（佐々木　昭夫著、（株）工業調査会　１９９０年発行）」、「ディスプレイデバイ
ス（伊吹　順章著、産業図書（株）平成元年発行）」などに記載されている。また、液晶
表示装置については、例えば「次世代液晶ディスプレイ技術（内田　龍男編集、（株）工
業調査会　１９９４年発行）」に記載されている。本発明が適用できる液晶表示装置に特
に制限はなく、例えば、上記の「次世代液晶ディスプレイ技術」に記載されている色々な
方式の液晶表示装置に適用できる。
【０２１４】
　カラーＴＦＴ方式の液晶表示装置については、例えば「カラーＴＦＴ液晶ディスプレイ
（共立出版（株）１９９６年発行）」に記載されている。更に、本発明に係る光学基材は
、ＩＰＳなどの横電界駆動方式、ＭＶＡなどの画素分割方式などの視野角が拡大された液
晶表示装置や、ＳＴＮ、ＴＮ、ＶＡ、ＯＣＳ、ＦＦＳ、及びＲ－ＯＣＢ等にも適用できる
。
【０２１５】
　液晶表示装置は、電極基板、偏光フイルム、位相差フイルム、バックライト、スペーサ
、視野角保障フイルムなど様々な部材から構成される。これらの部材については、例えば
、「’９４液晶ディスプレイ周辺材料・ケミカルズの市場（島　健太郎　（株）シーエム
シー　１９９４年発行）」、「２００３液晶関連市場の現状と将来展望（下巻）（表良吉
（株）富士キメラ総研、２００３年発行）」に記載されている。
　バックライトに関しては、ＳＩＤ　ｍｅｅｔｉｎｇ　Ｄｉｇｅｓｔ　１３８０（２００
５）（Ａ．Ｋｏｎｎｏ　ｅｔ．ａｌ）や、月刊ディスプレイ　２００５年１２月号の１８
～２４ページ（島　康裕）、同２５～３０ページ（八木隆明）などに記載されている。
【実施例】
【０２１６】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「部」及び「
％」は質量基準である。
【０２１７】
〈レジスト溶液の製造〉
　下記に示す各成分を下記の割合で調合し、スターラーにて各成分が完全に溶解するまで
攪拌し、レジスト溶液を得た。
重合性化合物：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート：　　　　　　　０．２１部
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・アルカリ可溶性バインダー（アリルメタクリレート／メタクリル酸共重合体＝モル比７
０／３０、重量平均分子量２６８００）：　　　　　　　　　　　　　　　　２．０６部
・光重合開始剤（オキシム化合物１）（１－（Ｏ－アセチルオキシム）－１－［９－エチ
ル－６－（チオフェノイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル］プロパノン）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０６部
・メルカプト化合物（昭和電工製　カレンズＭＴＢＤ１）：　　　　　　　　０．０２部
・溶媒（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）：　　　　　５．４１部
・フッ素系界面活性剤（ＤＩＣ社製　メガファックＦ－５５４）：　　　０．０００３部
【０２１８】
〈赤色画素の作製〉
　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート７５部、赤色顔料：Ｐ．Ｒ．２５
４を１７部、分散剤（日本ルーブリゾール社製ソルスパース５５００）８部を混合し、攪
拌機で３時間攪拌して固形分濃度が２５％のミルベースを調製した。このミルベースを６
００部の０　．５ｍｍφのジルコニアビーズを用いビーズミル装置にて周速１０ｍ／ｓ、
滞留時間３時間で分散処理を施して、Ｐ．Ｒ．２５４の分散インキを得た。
　また、顔料をＰ．Ｒ．１７７に変更した以外は上記のＰ．Ｒ．２５４の分散インキと同
様の組成にてミルベースを調製し、同様の分散条件にて滞留時間で２時間分散処理を施し
Ｐ．Ｒ．１７７の分散インキを得た。
【０２１９】
　以上のようにして得られた二種類の分散インキを、Ｐ．Ｒ．２５４：ＰＲ１７７の質量
比が４８：５２となるよう混合した混合分散インク２５部を、前述のレジスト溶液１７．
５部と混合し、攪拌して、最終的な固形分濃度が１８％になるように溶媒（プロピレング
リコールモノメチルエーテルアセテート）を加えて赤色レジスト組成物を得た。
　得られた赤色レジスト組成物を、スピンコーターにて１０ｃｍ×１０ｃｍのガラス基板
（コーニング社製「コーニング１７３７　」）上に、乾燥膜厚が２．０μｍになるように
塗布、乾燥した。この基板全面に１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、アルカリ現像液
で現像後、２３０℃で３０分間オーブンにてポストベークすることにより、測定用の赤色
画素サンプルを作製した。
【０２２０】
〈緑色画素の作製〉
　顔料をＰ．Ｇ．５８に変更した以外は、前述のＰ．Ｒ．２５４の分散インキの調製方法
と同様にして、ミルベースを調製し、同様の分散条件にて滞留時間１時間で分散処理を施
しＰ．Ｇ．５８の分散インキを得た。
　更に、顔料をＰ．Ｙ．１５０に変更した以外はＰ．Ｒ．２５４の分散インキと同様の組
成にてミルベースを調製し、同様の分散条件にて滞留時間２時間で分散処理を施し、Ｐ．
Ｙ．１５０の分散インキを得た。
【０２２１】
　以上のようにして得られた二種類の分散インキを、Ｐ．Ｇ．５８：Ｐ．Ｙ．１５０の質
量比が、８７：２３となるよう混合した混合インキ２５部を、前述のレジスト溶液１２．
８部と混合し、攪拌して、最終的な固形分濃度が１８重量％　になるように溶媒（　プロ
ピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）を加えて緑色レジスト組成物を得た。
　得られた緑色レジスト組成物を、スピンコーターにて１０ｃｍ×１０ｃｍのガラス基板
（コーニング社製「コーニング１７３７　」）上に、乾燥膜厚が２．０μｍになるように
塗布、乾燥した。この基板全面に１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、アルカリ現像液
で現像後、２３０℃で３０分間オーブンにてポストベークすることにより、測定用の緑色
画素サンプルを作製した。
【０２２２】
〈青色画素の作製〉
　顔料をＰ．Ｇ．１５：６に変更した以外はＰ．Ｒ．２５４の分散インキと同様の組成に
てミルベースを調製し、同様の分散条件にて滞留時間１時間で分散処理を施し、Ｐ．Ｇ．
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１５：６の分散インキを得た。
　更に、顔料をＰ．Ｖ．２３に変更した以外はＰ．Ｒ．２５４の分散インキと同様の組成
にてミルベースを調製し、同様の分散条件にて滞留時間２時間で分散処理を施し、Ｐ．Ｖ
．２３の分散インキを得た。
【０２２３】
　以上のようにして得られた二種類の分散インキを、Ｐ．Ｂ．１５：６とＰ．Ｖ．２３と
の質量比が、前者：後者の比で４４：５５となるように混合した混合インク２５部を、前
述のレジスト溶液３１．７部と混合し、攪拌して、最終的な固形分濃度が１８重量％にな
るように溶媒（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）を加えて青色レジ
スト組成物を得た。
　得られた青色レジスト組成物を、スピンコーターにて１０ｃｍ×１０ｃｍのガラス基板
（コーニング社製「コーニング１７３７　」）上に乾燥膜厚が２．０μｍになるように塗
布、乾燥した。この基板全面に１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、アルカリ現像液で
現像後、２３０℃で３０分間オーブンにてポストベークすることにより、測定用の青色画
素サンプルを作製した。
【０２２４】
（実施例１）前述の例示化合物（Ｃ－１６）を含む光学基材の調製
　特定色材として、例示化合物（Ｃ－１６）を、前述のレジスト溶液の固形分に対して１
．２％となるように添加し、ダイコーターでポリエチレンテレフタレートフイルム（帝人
社製、厚さ３５μｍ）上に塗布し、乾燥した後、１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射した
のちに、熱風乾燥させて、本発明に係る光学部材１を作製した。
【０２２５】
（実施例２）前述の例示化合物（Ｃ－２０）を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、例示
化合物（Ｃ－２０）を使用して、本発明に係る光学部材２を作製した。
【０２２６】
（実施例３）前述の例示化合物（Ｃ－２１）を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、例示
化合物（Ｃ－２１）を使用して、本発明に係る光学部材３を作製した。
【０２２７】
（実施例４）前述の例示化合物（Ａ－１０）を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、例示
化合物（Ａ－１０）を使用して、本発明に係る光学部材４を作製した。
【０２２８】
（実施例５）前述の例示化合物（ＩＩ－２）を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、例示
化合物（ＩＩ－２）のＪ会合体を使用して、本発明に係る光学部材５を作製した。
【０２２９】
（実施例６）前述の例示化合物（ＩＩＩ－２９）を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、例示
化合物（ＩＩＩ－２９）を使用して、本発明に係る光学部材６を作製した。
【０２３０】
（比較例１）テトラアザポルフィリン化合物を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、テト
ラアザポルフィリン化合物である、ＴＡＰ－１８（山田化学）を使用して、比較例に係る
光学部材Ｃ１を作製した。
【０２３１】
（比較例２）テトラアザポルフィリン化合物を含む光学基材の調製
　前述の光学部材１の調製と同様にして、但し、例示化合物（Ｃ－１６）に代えて、テト
ラアザポルフィリン化合物である、ＴＡＰ－２（山田化学）を使用して、比較例に係る光
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学部材Ｃ２を作製した。
　以上のようにして作製した光学基材１～６、Ｃ１及びＣ２の分光吸収特性を分光光度計
（島津製作所社製、ＵＶ－３１００）にて測定した。各光学基材の分光透過率スペクトル
を、光学基材１～４については図１に、光学基材５、６、Ｃ１及びＣ２については図２に
示した。図１中及び図２中の曲線に付した番号は、光学基材の番号に対応する。
【０２３２】
（実施例７～１０、及び比較例３～５）
　ＬＥＤ－Ｂ＋Ｙ蛍光型のバックライトをインバーター（　ハリソン東芝ライティング社
製「Ｈ　ＩＵ　－　７　４　２　Ａ　」）　を介して高周波点灯し、バックライトの発光
スペクトルをトプコン社製「ＢＭ－５」を用いて測定した。測定結果（分光相対輝度スペ
クトル）を、図３中に曲線ＬＥＤ－ＢＬとして示した。
　次に、前述の赤色画素サンプル、緑色画素サンプル及び青色画素サンプルを上記と同様
にして高周波点灯したバックライトにそれぞれ貼り付け、光輝度測定装置（トプコン社製
「ＢＭ５Ａ」）にてそれぞれの色度及び分光特性を測定した。測定結果は、下記のとおり
であった。
・赤色画素：ｘ＝０．６４０、ｙ＝０．３２６
・緑色画素：ｘ＝０．２９９、ｙ＝０．６１３
・青色画素：ｘ＝０．１５３、ｙ＝０．０４７
【０２３３】
　前記バックライト上に、本発明に係る光学基材１～６、比較例Ｃ１及びＣ２から選ばれ
た一つの光学基材を貼り付け、更にその上に前述の赤色画素サンプル、緑色画素サンプル
及び青色画素サンプルを、それぞれ貼り付け、光輝度測定装置（トプコン社製「ＢＭ５Ａ
　」）にてそれぞれの色度と輝度を測定した。結果を図３及び図４に示す。なお、図３中
及び図４中の曲線に示した符合において、＊印の後ろに記載された番号が、貼り付けられ
た光学基材の番号に対応する。
　これらのデータは、実際の表示素子においては輝度は約１／３となる点を除いては、当
該バックライトとカラーフィルタを組み合わせた液晶表示素子における、赤単色、緑単色
、青単色発光の状態に相当し、これをもって液晶表示素子の色再現範囲（ＮＴＳＣ比）を
算出した。
　結果を表１に示す、
【０２３４】
【表１】

【０２３５】
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　表１の結果に示すとおり、本発明に係る光学基材１～６のいずれかを貼り付けたバック
ライトは、色再現率向上が確認された。特に極大吸収波長が５８０ｎｍ以上６１０ｎｍの
色材を含む光学基材１～３は、テトラアザポルフィリン色素（ＴＡＰ２、又はＴＡＰ１８
）を含む比較例としての光学基材Ｃ１及びＣ２を貼り付けたバックライトに比べて、良好
な輝度を保持しながら色再現率が高いことが分かる。これは、光学基材Ｃ１及びＣ２に用
いた色材のテトラアザポルフィリン色素の吸収スペクトルが５８０ｎｍ以上６１０ｎｍ以
下の範囲の波長の近傍において、ブロードなため、本来透過させたい波長の光も吸収して
しまうことで色純度が低下しているのに対し、光学基材１～３に使用した色材は、５８０
ｎｍ以上６１０ｎｍ以下の範囲の波長の吸収スペクトルがシャープ（半値幅が狭い）なた
め、本来透過させたい光の吸収が少ないことによるものである。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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